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（単位：百万円）

主要な経営指標等の推移

年度　
  項目
正味収入保険料
（対前期増減（△）率）
経常収益
（対前期増減（△）率）
保険引受利益
（対前期増減（△）率）
経常利益
（対前期増減（△）率）

利息及び配当金収入
（対前期増減（△）率）
運用資産利回り
（インカム利回り）
資産運用利回り
（実現利回り）

資本金の額
（発行済株式総数）

当期純利益
（対前期増減（△）率）

正味損害率

正味事業費率

純資産額

総資産額

積立勘定として経理された資産額

責任準備金残高

貸付金残高

有価証券残高

単体ソルベンシー・マージン比率

連結ソルベンシー・マージン比率

自己資本比率

配当性向

従業員数

時価総合利回り

１．４１％

　１．２８％

１．２４％

６１．６４％

３２．７２％

４，７８７
△２．１０％

２０，３８９
２１０，３２０千株

　１３８，６７１
　１．４９％
１５２，２５５
△５．５６％
７，８７５

△46.60%
９，７１５

△４５．０３％
　６，１４７
△５１．１９％

2015年度 2017年度 2018年度

１０５，２６３

４２１，６９０

２７，５９４

２４７，９４１

３１７

３２４，１３５

１，１２７．７％

１，１０５．５％

２４．９６％

１３３．６１％

２，３３３名

１．３９％

　１．４９％

２．３６％

５９．７０％

３３．５２％

４，５２６
４．７２％

２０，３８９
２１０，３２０千株

　１４１，８２０
　１．２１％
１４９，４５２
０．１９％
５，３１４

△34.56%
７，５７４

△１６．０２％
　５，３４６
△１８．７４％

１０１，０２０

４１４，８７２

１５，７４８

２４５，０９０

２３４

２８５，９８５

１，３２１．２％

１，３０４．７％

２４．３５％

１８５．２１％

２，２６０名

１．４８％

　２．０２％

△０．０９％

６９．５４％

３４．１５％

４，４６６
△１．３４％

２０，３８９
２１０，３２０千株

　１４３，７９８
　１．３９％
１６１，１８９
７．８５％
１，５０９

△71.60%
５，０６９

△３３．０７％
　４，４０３
△１７．６４％

９０，５１７

３９６，４７４

１１，８６８

２３６，３９８

２１３

２７５，４４０

１，２１９．９％

１，２０９．７％

２２．８３％

１９７．４２％

２，２２３名

2019年度

１．５７％

　１．８９％

△２．８１％

６４．８２％

３３．４１％

２０，３８９
２１０，３２０千株

　１４８，８５０
　３．５１％
１６１，３２３
０．０８％
２，７８９
84.81%
５，７８５
１４．１４％
　３，７５７
△１４．６６％

７４，３６２

３８１，７５８

９，２０８

２３８，５４１

１７９

２４８，９１４

１，１１５．３％

１，１０２．５％

１９．４８％

―

２，２１５名

2016年度

１．３１％

　１．１７％

１．０２％

５９．０４％

３３．０８％

４，３２２
△９．７１％

２０，３８９
２１０，３２０千株

　１４０，１１８
　１．０４％
１４９，１６３
△２．０３％
８，１２１
3.12%
９，０１９

△７．１６％
　６，５７９
７．０４％

１０３，８０８

４１７，９１９

２０，５７２

２４５，５４９

２７５

３１０，２９１

１，３２５．５％

１，３０７．９％

２４．８４％

１６５．７０％

２，２９２名

４，７０１
５．２６％（　 )

（　 ）

( )

( )

（　 ）

( )

（　 )

（　 ）

( )

( )

（　 ）

( )

( ) ( )

（　 )

（　 ）

( )

( )

（　 ）

( )

( )

（　 )

（　 ）

( )

( )

（　 ）

( )

( )

（　 )

（　 ）

( )

( )

（　 ）

( )

( )

事業の状況

（注）1. 正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料
2.正味事業費率＝（諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷正味収入保険料
3. 単体ソルベンシー・マージン比率および連結ソルベンシー・マージン比率の算出方法については、P.80「単体ソルベンシー・マージン比率」およびP.81
「連結ソルベンシー・マージン比率」をご参照ください。
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保険事業の状況

正味収入保険料

元受正味保険料（含む収入積立保険料）及び従業員1人当たり保険料 （単位：百万円）

（注）1.  元受正味保険料（含む収入積立保険料）とは、元受保険料から元受解約返戻金および元受その他返戻金を控除したものをいいます。
2.  従業員1人当たり元受正味保険料（含む収入積立保険料）＝ 元受正味保険料（含む収入積立保険料）÷ 従業員数
3.  海上保険は2009年度より販売を行っていません。

（単位：百万円）

受再正味保険料及び支払再保険料

（注）正味収入保険料とは、元受および受再契約の収入保険料から出再契約の再保険料を控除したものをいいます。

（単位：百万円）

（注）1.  受再正味保険料とは、受再契約に係る収入保険料から受再解約返戻金および受再その他返戻金を控除したものをいいます。
2.  支払再保険料とは、出再契約に係る支払保険料から出再保険返戻金およびその他の再保険収入を控除したものをいいます。

合計

火災
海上
傷害
自動車
自動車損害賠償責任
その他
（うち賠償責任）

　従業員1人当たり
元受正味保険料（含む収入積立保険料）

年度

構成比 増収率金　額
%%

構成比 増収率金　額
%

構成比 増収率金　額
%%%

種目　

2019年度

７０ ４．５

３０，９１４
―

８，７１４
８５，３９８
１８，１５４
１３，７９２
（　７，１６３）

１９．７
―
５．６
５４．４
１１．６
８．８

（　４．６）

１２．８
―

△６．１
０．１
△２．５
１５．０

（　７．８）

１５６，９７４ １００．０ ２．８

７２ ２．８

３３，６１４
―

８，０７４
８６，３７９
１７，２８７
１５，４６７
（　７，９０５）

２０．９
―
５．０
５３．７
１０．７
９．６

（　４．９）

８．７
―

△７．３
１．１
△４．８
１２．１

（　１０．３）

１６０，８２３ １００．０ ２．５

2018年度

６７ ２．０

２７，４１８
―

９，２７８
８５，３２９
１８，６２５
１１，９９５
（　６，６４３）

１８．０
―
６．１
５５．９
１２．２
７．９

（　４．４）

８．４
―

△１４．４
△０．２
△８．２
２１．９

（　４．６）

１５２，６４７ １００．０ ０．６

2017年度

種目

合計

% % % %

金　額 構成比 増収率 構成比 増収率金　額
% %

構成比 増収率金　額

火災
海上
傷害
自動車
自動車損害賠償責任
その他
（うち賠償責任）

2019年度2017年度年度

２１，０４２
０

６，９１０
８５，１６９
１７，２９５
１３，３７８
（　７，０９８）

１４．６
０．０
４．８
５９．２
１２．０
９．３

（　４．９）

１１．３
△７２．０
△５．９
０．０
△７．６
１４．４

（　７．９）

１４３，７９８ １００．０ １．４

２４，０１９
０

６，５２２
８６，１５６
１７，０５１
１５，１００
（　７，８３９）

１６．１
０．０
４．４
５７．９
１１．５
１０．１

（　５．３）

１４．１
△６８．７
△５．６
１．２
△１．４
１２．９

（　１０．４）

１４８，８５０ １００．０ ３．５

2018年度

１８，９０７
２

７，３４６
８５，１４１
１８，７２３
１１，６９８
（　６，５７８）

１３．３
０．０
５．２
６０．０
１３．２
８．２

（　４．６）

１２．９
△４８．５
△１６．１
△０．３
△５．１
２２．８

（　４．７）

１４１，８２０ １００．０ １．２

種目

合計

火災
海上
傷害
自動車
自動車損害賠償責任
その他
（うち賠償責任）

支払再保険料受再正味保険料 支払再保険料受再正味保険料 支払再保険料受再正味保険料

７６
０
―
２９

１２，０７５
１２８

（　　　０）

１２，３１０

９，９４６
０
６６
２５８

１２，９３３
５３４

（　　　６５）

２３，７３９

５４
０
―
７

１２，０５４
１６５

（　　　０）
１２，２８２

９，６４８
０
６２
２３０

１２，２９０
５３３

（　　　６６）
２２，７６５

2019年度

８０
２
―
３２

１３，３７３
１３９

（　　　０）

１３，６２８

８，５７１
０
８２
２２０

１３，２７５
４３９

（　　　６５）

２２，５８８

2018年度2017年度年度
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解約返戻金 （単位：百万円）

（注）解約返戻金とは、元受解約返戻金、受再解約返戻金および積立解約返戻金の合計額をいいます。

　
種目

合計

火災
海上
傷害
自動車
自動車損害賠償責任
その他
（うち賠償責任）

年度

（　　　）（　　　）（　　　）

　 2017年度

３，５３６ ３，８６６

１，０９９
０

２４８
１，１５２
８２９
２０７
５９

１，３３７
０

３１２
１，２６９
７８２
１６４
４２

３，６５２

１，０８３
１

３６２
１，１２７
８８４
１９３
５１

2019年度2018年度

保険引受利益 （単位：百万円）

　
種目

合計

火災
海上
傷害
自動車
自動車損害賠償責任
その他
（うち賠償責任）

年度

（　　　　）（　　　　） （　　　　）

　

１，５０９ ２，７８９

△７，５８０
２，４３３
２２４

６，６０８
―

　　　１，１０３
２１７

△４，８２２
△６

　　６５２
　６，３４１

―
　　　△６５４

△８７

2019年度

５，３１４

△１，６３０
３

△２５８
８，２３１

―
△１，０３１
△４４７

2018年度2017年度

元受正味保険金 （単位：百万円）

（注）元受正味保険金とは、元受契約に係る支払保険金から元受契約に係る求償等による回収金を控除したものをいいます。

構成比金　額 構成比金　額 構成比金　額種目

合計

火災
海上
傷害
自動車
自動車損害賠償責任
その他
（うち賠償責任）

% %%

年度 2019年度

７７，２１８ １００．０

１６．４
△０．０
４．９
５３．３
１９．７
５．６

（　３．８）

１２，６８６
△０

３，７９７
４１，１７３
１５，２４８
４，３１２

（　　２，９０５）

１０１，０９７ １００．０

３２．５
―
３．２
４３．１
１３．６
７．５

（　３．７）

３２，８７８
　　　　―
３，２７９
４３，５９１
１３，７７１
７，５７６

（　　３，７２５）

2018年度

１１３，７７８ １００．０

４０．４
―
３．１
３７．９
１２．９
５．８

（　３．０）

４５，９５７
―

３，４７１
４３，１２２
１４，６５１
６，５７５

（　　３，３９９）

2017年度
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正味支払保険金 （単位：百万円）

（注）1.  正味支払保険金とは、元受および受再契約の支払保険金から出再契約に係る回収再保険金を控除したものをいいます。
2.  正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料

金　額 構成比金　額 構成比 金　額 構成比種目

合計

火災
海上
傷害
自動車
自動車損害賠償責任
その他
（うち賠償責任）

年度

%%%% %%
正味損害率正味損害率正味損害率

2019年度2017年度

６４．８８６，７０４

２０，７９４
１

３，２７６
４２，９４７
１２，２７６
７，４０７

（　３，７２５）

２４．０
０．０
３．８
４９．５
１４．２
８．５

（　４．３）

８９．１
１，５５０．８
５６．０
５７．９
７８．９
５３．５

（　５２．１）

１００．０６９．５９０，１６１

２４，４３７
２

３，４６８
４２，３２４
１３，５４５
６，３８２

（　３，３９９）

２７．１
０．０
３．８
４６．９
１５．０
７．１

（　３．８）

１１９．４
１，０７２．５
５５．５
５７．９
８５．５
５１．５

（　５２．０）

１００．０

2018年度

５９．７７５，１８５

１１，５４１
１０

３，７９４
４１，０８８
１４，２３６
４，５１５

（　３，０８２）

１５．４
０．０
５．０
５４．６
１８．９
６．０

（　４．１）

６４．０
４３３．５
５６．２
５６．４
８２．５
４２．５

（　５１．７）

１００．０

受再正味保険金及び回収再保険金 （単位：百万円）

（注）1.  受再正味保険金とは、受再契約に係る支払保険金から受再契約に係る求償等による回収金を控除したものをいいます。
2.  回収再保険金とは、出再契約に係る回収保険金から出再契約に係る返還金を控除したものをいいます。

回収再保険金受再正味保険金 回収再保険金受再正味保険金 回収再保険金受再正味保険金種目

合計

火災
海上
傷害
自動車
自動車損害賠償責任
その他
（うち賠償責任）

年度 ２０１９年度

０
１
―
２０

１２，２７６
２５

（　　　　　　―）

１２，０８３
０
２

　６６３　
１３，７７１
１９５

（　　　　　　―）
１２，３２４ ２６，７１７

２０１８年度

４７５
２
―
２０

１３，５４５
１３８

（　　　　　　―）

２１，９９６
０
３

　８１８　
１４，６５１
３３０

（　　　　　　―）
１４，１８３ ３７，８００

４４
１１
０
２２

１４，２３６
２１０

（　　　　　　１７６）

１，１９０
０
３

　１０７
　１５，２４８

７
（　　　　　　―）

１４，５２５ １６，５５８

２０１７年度

正味損害率、正味事業費率及びその合算率

（注）1.  正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料
2.  正味事業費率＝（諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷正味収入保険料
3.  合算率＝正味損害率＋正味事業費率

（単位：％）

年度

種目

合計

火災
海上
傷害
自動車
自動車損害賠償責任
その他
（うち賠償責任）

正味損害率 正味事業費率 合算率 正味損害率 正味事業費率 合算率 正味損害率 正味事業費率 合算率

2019年度2017年度

８９．１
１，５５０．８
５６．０
５７．９
７８．９
５３．５

（　５２．１）

３８．８
３８２．２
４５．１
３１．８
２５．４
３８．０

（　３６．３）

１２７．９
１，９３３．１
１０１．１
８９．７
１０４．２
９１．４

（　８８．４）
６４．８ ３３．４ ９８．２

１１９．４
１，０７２．５
５５．５
５７．９
８５．５
５１．５

（　５２．０）

３９．７
５９６．２
４３．１
３２．９
２６．０
３９．６

（　３８．１）

１５９．０
１，６６８．７
９８．６
９０．８
１１１．６
９１．１

（　９０．１）
　６９．５ ３４．２ １０３．７

2018年度

６４．０
４３３．５
５６．２
５６．４
８２．５
４２．５

（　５１．７）

３９．５
７０．２
５０．９
３０．７
２４．１
４８．４

（　４８．５）

１０３．５
５０３．７
１０７．１
８７．１
１０６．６
９０．８

（１００．２）
　５９．７ ３３．５ ９３．２
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出再控除前の発生損害率、事業費率及びその合算率

（注）1.  地震保険および自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しています。
2.  発生損害率＝（出再控除前の発生損害額＋損害調査費）÷ 出再控除前の既経過保険料
3.  事業費率＝（支払諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷出再控除前の既経過保険料
4.  合算率＝発生損害率＋事業費率
5.  出再控除前の発生損害額＝支払保険金＋出再控除前の支払備金積増額
6.  出再控除前の既経過保険料＝収入保険料−出再控除前の未経過保険料積増額
7.  傷害保険のうち介護保険は取り扱いがないため記載を省略しています。
8.  介護費用保険は新規の販売を行っていないため「その他」に含めています。

（単位：％）

種目

合計

火災
海上
傷害
（医療）
（がん）
自動車
その他
（うち賠償責任）

年度

１２６．３
５９７．２
４９．２
２８．１
６９．８
５５．９
５５．６
５４．１
６８．０

４０．１
２５６．８
４３．５

３１．８
３７．６
３６．７
３４．５

１６６．４
８５４．０
９２．７

８７．７
９３．２
９０．８
１０２．５

2019年度

２１７．０
４９３．３
４４．９
２６．０
６５．０
５９．７
５９．９
５７．２
８７．６

３５．３
４２９．０
４１．９

３２．８
３８．９
３８．１
３４．４

２５２．３
９２２．３
８６．８

９２．５
９８．８
９５．３
１２２．０

2018年度

６７．３
△６．９
４９．６
２８．０
５２．９
５５．４
５０．５
５２．３
５６．７

３３．６
５６．０
４８．２

３０．６
４８．７
４８．４
３３．８

１００．９
４９．１
９７．８

８６．０
９９．２
１００．７
９０．５

2017年度

(　　)
(　　)

(　　) (　　) (　　)

( 　　 )
( 　　 )

( 　　 ) ( 　　 ) ( 　　 )

( 　　 )
( 　　 )

( 　 　 ) ( 　 　 ) ( 　 　 )

合算率事業費率発生損害率 合算率事業費率発生損害率 合算率事業費率発生損害率

国内契約・海外契約別の収入保険料の割合

（注）収入保険料（元受正味保険料（除く収入積立保険料）と受再正味保険料の合計）について国内契約および海外契約の割合を記載しています。

国内契約

海外契約

区分 2017年度

１００．０

―

１００．０

０．０

2019年度2018年度年度

１００．０

―

（単位：％）
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出再先保険会社数と出再保険料上位5社の割合

（注）1.  出再先保険会社の数は、特約再保険を1,000万円以上出再している再保険者（プール出再を含む）を対象にしています。
2.  （　）内は、第三分野保険に関する数値を表しています。（ただし、保険業法施行規則第７１条に基づいて、保険料積立金を積み立てないとした保険契約に

限ります。）

2018年度

2019年度

出再先保険会社の数

4 (　̶　)

3 (　̶　)

出再保険料のうち上位5社の出再先に集中している割合

９9．83% (　̶　)

９9．90% (　̶　)

出再保険料の格付区分別構成割合

2.  （　）内は、第三分野保険に関する数値を表しています。（ただし、保険業法施行規則第７１条に基づいて、保険料積立金を積み立てないとした保険契約に
限ります。）

（注）1.  特約再保険を出再している再保険者を対象としています。ただし、再保険プールを含んでいません。
格付区分は、スタンダード・アンド・プアーズ社の格付を使用しています。

格付区分 ＢＢＢ+～ＢＢＢーＡー以上 その他
（ＢＢ+以下・格付無） 合計

（ ） （ ） （ ） （ ）
１００．０％
　―％

０．０％
―％

０．０％
―％

１００．０％
　―％

（ ） （ ） （ ） （ ）
１００．０％
　―％

０．０％
　―％

０．０％
　―％

１００．０％
　―％2018年度

2019年度

格付区分 ＢＢＢ+～ＢＢＢーＡー以上 その他
（ＢＢ+以下・格付無） 合計

（ ） （ ） （ ） （ ）
１００．０％
　―％

０．０％
―％

０．０％
―％

１００．０％
　―％

（ ） （ ） （ ） （ ）
１００．０％
　―％

０．０％
　―％

０．０％
　―％

１００．０％
　―％2018年度

2019年度
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契約者配当金
　積立保険（貯蓄型保険）では、保険期間が終了し満期を迎えたご契約者に対して、満期返戻金をお支払いするとともに、保険期間
中の運用利回りが予定利回りを上回った場合には、毎月の満期契約ごとに契約者配当金を計算してお支払いします。（運用利回りが
予定利回りを超えなかった場合、契約者配当金はお支払いできません。）
　したがいまして、契約者配当金は毎月変動しますが、昨年６月および本年６月に満期を迎えた積立普通傷害保険のご契約に対して
は、運用利回りが予定利回りを超えなかったため、契約者配当金はお支払いしておりません。

未収再保険金の推移 （単位：百万円）

（注）1.  地震保険および自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しています。

年度開始時の未収再保険金

当該年度に回収できる事由が発生した額

当該年度回収等

1＋2－3＝年度末の未収再保険金

1

2

3

4

2019年度
７，４８２
（　―　）
１２，２４４
（　―　）
１５，１３５
（　―　）
４，５９１
（　―　）

2018年度
４２０

（　―　）
１９，３３８
（　―　）
１２，２７６
（　―　）
７，４８２
（　―　）

７３８
（　―　）

９６９
（　―　）
１，２８７
（　―　）

４２０
（　―　）

2017年度区分
年度

2.  （　）内は、第三分野保険に関する数値を表しています。（ただし、保険業法施行規則第７１条に基づいて、保険料積立金を積み立てないとした保険契約に
限ります。）
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資産運用等の状況

運用資産の推移 （単位：百万円）

区分
% %% % % %

 

預貯金
有価証券
（うち株式）

運
用
資
産
内
訳

総資産

運用資産

貸付金
土地・建物

  

構成比 増減率 構成比 増減率 構成比 増減率

△１６．１
0.9

４９，０４９
２４８，９１４
（　３７，１７９）

１７９
２７，８１６

１２．８
６５．２

（　９．７）
０．０
７．３

26.2
△9.6

（　△２６．５）

３８１，７５８

３２５，９５９

１００．０

８５．４

△3.7

△４．７

 

年度 2019年度末

△８．９
△０．８

３８，８７９
２７５，４４０
（　５０，５８２）

２１３
２７，５５９

９．８
６９．５

（　１２．８）
０．１
７．０

△34．7
△3．7

（　△７．９）

３９６，４７４

３４２，０９３

１００．０

８６．３

△4．4

△８．４

2018年度末

 
△１４．９
△０．７

５９，５４０
２８５，９８５
（　５４，９１５）

２３４
２７，７９１

１４．４
６８．９

（　１３．２）
０．１
６．７

49.4
△７．８

（　　７．６）

４１４，８７２

３７３，５５２

１００．０

９０．０

△０．７

△１．３

2017年度末

利息及び配当金収入・運用資産利回り（インカム利回り） （単位：百万円）

（注）運用資産利回り（インカム利回り）は、運用資産に係る成果を、インカム収入（利息及び配当金収入）の観点から示す指標です。分子は運用資産に係る利息及
び配当金収入、分母は取得原価または償却原価をベースとした利回りです。

　
区分

預貯金
有価証券
（公社債）
（株式）
（外国証券）
（その他の証券）

小計

その他

合計

%

 

% %

 

年度　

貸付金
土地・建物

( )
( )
( )
( )

( )
( )
( )
( )

( )
( )
( )
( )

( )
( )
( )
( )

利回り 利回り
2019年度

０
４，４３４

０．００
１．９３

４，７００

１

４，７０１

１．５７

８
２５６

４．４６
０．９２

１．３１
　　３．８１
　　３．３３

―

２，１５１
９４４

１，３３８
―

利回り
2018年度

０
４，１９４

０．００
１．７９

４，４６５

１

４，４６６

１．４８

９
２６０

４．３７
０．９４

１．２５
３．７７
２．８６
１７．４８

２，２４６　
　９９１　
７８９　
１６８　

２
４，２５３

０．０１
１．６９

４，５２３

３

４，５２６

１．３９

１１
２５６

４．３７
０．９１

１．１７
３．２７
４．５９
１０．０８

２，３９６　
　８８１　
８２０　
１５５　

2017年度
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資産運用利回り（実現利回り） （単位：百万円）

 運用資産利回り（インカム利回り）のみでは、運用の実態を必ずしも適切に反映できないため、以下二つの利回りを開示しています。

　
区分

% % %

貸付金
土地・建物
金融派生商品
その他

合計 

預貯金
有価証券
（公社債）
（株式）
（外国証券）
（その他の証券）

資産運用損益
（実現ベース）

平均運用額
（取得原価ベース） 利回り 資産運用損益

（実現ベース）
平均運用額
（取得原価ベース） 利回り 資産運用損益

（実現ベース）
平均運用額
（取得原価ベース） 利回り

年度

(        )
(        )
(        )
(        )

(        )
(        )
(        )
(        )

(        )
(        )
(        )
(        )

(        )
(        )
(        )
(        )

(        )
(        )
(        )
(        )

(        )
(        )
(        )
(        )

(        )
(        )
(        )
(        )

(        )
(        )
(        )
(        )

(        )
(        )
(        )
(        )

2017年度 2018年度

　２，２９４
２，４７８
１，５４７

―

１６４，５１２
２４，７９９
４０，２３６

―

１．３９
９．９９
３．８５
―

０
６，３２０

８
２５６
△９３８
△６

４１，１７８
２２９，５４８

１９８
２７，７５６

―
―

０．００
２．７５

４．４６
０．９２
―
―

５，６４２ ２９８，６８２ １．８９

　２，２９９
９４２

１，４２２
１，８０３

１７９，５３９
２６，３２３
２７，５７４
９６１

１．２８
３．５８
５．１６

１８７．４９

０
６，４６７

９
２６０
△６４２
△６

３９，４３５
２３４，３９９

２２３
２７，７７４

―
―

０．００
２．７６

４．３７
０．９４
―
―

６，０８８ ３０１，８３３ ２．０２

　２，４８８
１，１５５
７８２
３５４

２０４，９３１
２６，９２５
１７，８８６
１，５４４

１．２１
４．２９
４．３７
２２．９３

３５
４，７８０

１１
２５６
△２６２
△５

４４，６９１
２５１，２８８

２５３
２８，０３４

―
―

０．０８
１．９０

４．３７
０．９１
―
―

４，８１５ ３２４，２６８ １．４９

2019年度

（参考）時価総合利回り （単位：百万円）

（注）資産運用利回り（実現利回り）は、資産運用に係る成果を、当期の期間損益への寄与の観点から示す指標です。
・資産運用損益（実現ベース）＝	資産運用収益＋積立保険料等運用益−資産運用費用
・平均運用額（取得原価ベース）＝	取得原価または償却原価による平均残高（原則として各月末残高の平均に基づいて算出しています。）

（注）時価総合利回りは、時価ベースでの運用効率を示す指標です。分子は実現損益に加えて時価評価差額の増減を反映させ、分母は時価をベースとした利回
       りです。

・資産運用損益等（時価ベース）＝（資産運用収益＋積立保険料等運用益−資産運用費用）＋（当期末評価差額（＊）−前期末評価差額（＊））＋繰延ヘッジ損益増減（＊）
・平 均 運 用 額（時 価 ベース）＝取得原価または償却原価による平均残高＋その他有価証券に係る前期末評価差額（＊）＋売買目的有価証券に係る前期末評価損益
（＊）税効果控除前の金額によっています。

　
区分

% % %

△

貸付金
土地・建物
金融派生商品
その他

合計 

預貯金
有価証券
（公社債）
（株式）
（外国証券）
（その他の証券）

資産運用損益等
（時価ベース）

平均運用額
（時価ベース）

資産運用損益等
（時価ベース）

平均運用額
（時価ベース）

資産運用損益等
（時価ベース）

平均運用額
（時価ベース）

年度

(        )
(        )
(        )
(        )

(        )
(        )
(        )
(        )

(        )
(        )
(        )
(        )

(        )
(        )
(        )
(        )

(        )
(        )
(        )
(        )

(        )
(        )
(        )
(        )

(        )
(        )
(        )
(        )

(        )
(        )
(        )
(        )

(        )
(        )
(        )
(        )

利回り 利回り 利回り
2017年度

２，４７１
△３，３１０
１，０１０
△１２５

１９８，５９１
５４，９００
３０，４５５
２，８９０

１．２４
△６．０３
３．３２
△４．３４

０
４５

９
２６０
△６４２
△６

３９，４３５
２８６，８３８

２２３
２７，７７４

―
―

０．００
０．０２

４．３７
０．９４
―
―

△３３３ ３５４，２７３ △０．０９

１，５５２
６，１６３
５１３
５２５

　２２４，９１９
５０，４９５
２１，０３６
３，３０２

０．６９
１２．２１
２．４４
１５．９２

３５
８，７５５

１１
２５６
△２６２
△５

４４，６９１
２９９，７５２

２５３
２８，０３４

―
―

０．０８
２．９２

４．３７
０．９１
―
―

８，７９０ ３７２，７３１ ２．３６

2018年度

△５０１
△６，４３２
△２，０８９

―

１８３，７３６
４９，１２３
４２，７０５

―

△０．２７
△１３．０９
△４．８９

―

０
△９，０２３

８
２５６
△９３８
△６

４１，１７８
２７５，５６５

１９８
２７，７５６

―
―

０．００
△３．２７

４．４６
０．９２
―
―

△９，７０２ ３４４，６９８ △２．８１

2019年度
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海外投融資 （単位：百万円）

（単位：百万円）

　
区分 構成比 構成比 構成比

外国公社債
その他

外国公社債
その他

外
貨
建

円
貨
建

合計　
インカム利回り
実現利回り
（参考）時価総合利回り

% % %

計

計

２０１７年度末

４，２５２
３５，３１８

１２．０
１００．０

１１，２７３
１９，７９２

３，３１６
９３５

３１，０６５
９．４

　　　２．７

８８．０

２．８６％
５．１６％
３．３２％

２０１８年度末年度

３１．９　
５６．０

５，４０７
１９，０７８

２８．３
１００．０

１２，９２９
７４２

３，５６０
１，８４６

１３，６７１
１８．７
　９．７

７１．７

４．２２％
４．１９％
２．４２％

６７．８　　　　
　３．９

２，１７４
４３，８３１

５．０
１００．０

８，８８６
３２，７７１

１，２６７
９０７　

４１，６５７
２．９

　　　２．１

９５．０

３．３３％
３．８５％
△４．８９％

２０１９年度末

２０．３
７４．８

（注）1. 外貨建および円貨建の「その他」には外国投資信託を含みます。
2.「インカム利回り」は、海外投融資に係る利息及び配当金収入を当該資産の平均運用額（取得原価ベース）で除した比率です。
3.「実現利回り」は、海外投融資に係る資産についてP.78「資産運用利回り（実現利回り）」と同様の方法により算出したものです。
4.「（参考）時価総合利回り」は、海外投融資に係る資産についてP.78「（参考）時価総合利回り」と同様の方法により算出したものです。

公共関係投融資の推移（新規引受ベース）
（単位：百万円）

構成比 構成比 構成比

  

 

%国債
地方債
公社・公団債

公共団体
公社・公団

% %

貸

付

公
社
債

区分

計

計
合計

―
―
１

―
―

１００．０
１ １００．０

―
１

―
１００．０

̶
̶

̶
̶

―
―
２

―
―

１００．０
２ １００．０

―
２

―
１００．０

̶
̶

̶
̶

年度 2017年度末 2018年度末

―
―
０

―
―

１００．０
０ １００．０

―
０

―
１００．０

̶
̶

̶
̶

2019年度末
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単体ソルベンシー・マージン比率
（単位：百万円）

（注） 上記の金額および数値は、保険業法施行規則第86条および第87条ならびに平成8年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出しています。

〈単体ソルベンシー・マージン比率〉
●	損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立てていますが、巨大災害の

発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、「通常の予測を超える危険」が発生した場合でも、十分な支払能カを保持し
ておく必要があります。

●	こうした「通常の予測を超える危険」を示す「単体リスクの合計額」（上表の（B））に対する「損害保険会社が保有している資本金・準備金等
の支払余力」（すなわち単体ソルベンシー・マージン総額：上表の（A））の割合を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたものが、「単
体ソルベンシー・マージン比率」（上表の（C））です。

●「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。
①保険引受上の危険（一般保険リスク・第三分野保険の保険リスク） ：

保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害に係る危険を除く）
②予定利率上の危険（予定利率リスク） ：

実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ることにより発生し得る危険
③資産運用上の危険（資産運用リスク） ：

保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得る危険等
④経営管理上の危険（経営管理リスク） ：

業務の運営上、通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①〜③および⑤以外のもの
⑤巨大災害に係る危険（巨大災害リスク） ：

通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当）により発生し得る危険
●「損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力」（単体ソルベンシー・マージン総額）とは、損害保険会社の純資産（社外流

出予定額等を除く）、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み損益の一部等の総額です。
●単体ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に活用する客観的な判断指標のひとつですが、その数値が

200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。

 

資本金等
価格変動準備金
危険準備金
異常危険準備金
一般貸倒引当金

一般保険リスク(R1)

予定利率リスク(R3)
第三分野保険の保険リスク(R2)

資産運用リスク(R4)
経営管理リスク(R5)
巨大災害リスク(R6)

（Ａ）単体ソルベンシー・マージン総額

（Ｂ）単体リスクの合計額

（C）単体ソルベンシー・マージン比率

区分

土地の含み損益
払戻積立金超過額
負債性資本調達手段等

その他有価証券評価差額金・繰延ヘッジ損益
（税効果控除前）

[(A)/{(B)×１/２}]×１００

(Ｒ1＋Ｒ2)2＋(Ｒ3＋Ｒ4)2＋Ｒ5＋Ｒ6

控除項目
その他

払戻積立金超過額及び負債性資本調達手段等のうち、
マージンに算入されない額

年度
（2020年３月３１日現在）

2019年度

１，１１５．３％

１４４，６４０

２５，９３６

　５１，９９９
　　　１，７３２

―
　５７，９８１

５１

１３，５９８
―

８７４
１０，３７１
６４９

７，６４０

1,902
―
―

２７，６０４

―
３，３６８

―

（2019年３月３１日現在）
2018年度

１，２１９．９％

１５５，１９３

２５，４４３

　４８，２４１
　　　１，５１６

―
　６０，９６２

３

１２，８０７
―

９２８
１２，４８８
６４９

６，２４５

1,150
―
―

４１，４１４

―
１，９０３

―
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（単位：百万円）

（注） 「連結ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第86条の2および第88条ならびに平成23年 金融庁告示第23号の規定に基づいて算出
された比率です。

 〈連結ソルベンシー・マージン比率〉
●	当社は損害保険事業を営むとともに、子会社において保険代理業等を営んでいます。
●	損害保険会社グループは、保険事故発生の際の保険金支払や積立保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立てていますが、巨大災害

の発生や、保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能カを保持しておく必要があります。
●	こうした「通常の予測を超える危険」を示す「連結リスクの合計額」（上表の（Ｂ））に対する「損害保険会社グループが保有している資本金・準備金

等の支払余力」（すなわち連結ソルベンシー・マージン総額：上表の（Ａ））の割合を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたものが、「連
結ソルベンシー・マージン比率」（上表の（Ｃ））です。

●「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。
①保険引受上の危険 （損害保険契約の一般保険リスク・生命保険契約の保険リスク・第三分野保険の保険リスク・少額短期保険業者の保険リスク）：

保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害に係る危険を除く）
②予定利率上の危険（予定利率リスク）  ：  実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ることにより発生し得る危険
③最低保証上の危険（生命保険契約の最低保証リスク）  ：  変額保険、変額年金保険の保険金等の最低保証に関する危険
④資産運用上の危険（資産運用リスク）  ：  保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得る危険等
⑤経営管理上の危険（経営管理リスク）  ：  業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①〜④および⑥以外のもの
⑥巨大災害に係る危険（損害保険契約の巨大災害リスク）  ： 通常の予測を超える損害保険契約の巨大災害（関東大震災、伊勢湾台風相当や外国で
　発生する 巨大災害）により発生し得る危険

●	連結ソルベンシー・マージン比率の計算対象となる範囲は、保険業法上の子会社（議決権が50％超の子会社）について計算対象に含めています。
●「損害保険会社グループが保有している資本金・準備金等の支払余力」（連結ソルベンシー・マージン総額）とは、当社およびその子会社等の純資産
（剰余金処分額を除く）、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み益の一部等の総額です。
●連結ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社グループを監督する際に活用する客観的な判断指標のひとつですが、その数値が
200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。

連結ソルベンシー・マージン比率

 

資本金等
価格変動準備金
危険準備金
異常危険準備金
一般貸倒引当金
その他有価証券評価差額金・繰延ヘッジ損益
（税効果控除前）
土地の含み損益

損害保険契約の一般保険リスク(R1)
生命保険契約の保険リスク(R2)
第三分野保険の保険リスク(R3)
少額短期保険業者の保険リスク(R4)
予定利率リスク(R5)
生命保険契約の最低保証リスク(R6)
資産運用リスク(R7)
経営管理リスク(R8)
損害保険契約の巨大災害リスク(R9)

(Ａ)連結ソルベンシー・マージン総額

（Ｂ）連結リスクの合計額

（C）連結ソルベンシー・マージン比率 [(A)/{(B)×１/２}]×１００

区分

(  (Ｒ12＋Ｒ22)＋Ｒ3＋Ｒ4)2＋(Ｒ5＋Ｒ6＋Ｒ7)2＋Ｒ8＋Ｒ9

少額短期保険業者に係るマージン総額
控除項目
その他

保険料積立金等余剰部分及び負債性資本調達手段等の
うち、マージンに算入されない額

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の
合計額（税効果控除前）
保険料積立金等余剰部分
負債性資本調達手段等

2019年度
（2020年３月３１日現在）

年度

２５，９３９

１４２，９９３
５２，５７６
１，７３２

―
５７，９８１

５１

２７，６０４

１，９０２

１３，５９８
―
―
―

８７４
―

１０，３７７
６４９

７，６４０
１，１０２．５％

―
―

３，３６８

̶

―
―

△２，２２４

2018年度
（2019年３月３１日現在）

２５，４４７

１５３，９２９
４８，８１７
１，５１６

―
６０，９６２

３

４１，４１４

１，１５０

１２，８０７
―
―
―

９２８
―

１２，４９４
６４９

６，２４５
１，２０９．７％

―
―

１，９０３

̶

―
―

△１，８４０



業績データ

経理の状況

日新火災の現状 2020日新火災の現状 202082

当社は、保険業法第111条第1項の規定により公衆の縦覧に供する書類のうち、貸借対照表、損益計算書および株主資本等変
動計算書等について、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、PwCあらた有限責任監査法人による監査を受け、監査報告
書を受領しています。

計算書類

貸借対照表 　（単位：百万円）

科目
%%

金　額 構成比

年度

（資産の部）
現金及び預貯金
現金
預貯金

有価証券
国債
地方債
社債
株式
外国証券

貸付金
保険約款貸付

有形固定資産
土地
建物
その他の有形固定資産
無形固定資産
その他資産
未収保険料
代理店貸
共同保険貸
再保険貸
外国再保険貸
未収金
未収収益
預託金
地震保険預託金
仮払金
金融派生商品

前払年金費用
繰延税金資産
貸倒引当金

△１４，７１６３８１，７５８ １００．００

１２．８５

６５．２０

０．０５

７．６１

０．０２
９．３２

０．４２
４．６１
△０．０８

４９，０４９
　　―
４９，０４９
２４８，９１４
１１８，０９８
３，１７１
４６，６３２
３７，１７９
４３，８３１
１７９
１７９

２９，０４１
１８，５９６
９，２１９
１，２２５
９１

３５，５８５
６９

　１４，１３２
　　　３２１
９，５４５
　　６６
４，２００
４２３
８５１
６６９

５，００８
　　２９６

　　１，６０１
１７，５８４
△２８９

１０，１６８
△１

１０，１７０
△２６，５２６
△７，６５２
△１，５５１
△１２，４３３
△１３，４０２
８，５１３
△３４
△３４
１２６
△１１
２６８
△１３０

０
△２，７８５
△１７
７５３
△６６

△３，０４９
△４８
△７５４
△６７
△２６
３１
２０１
２５８
６０

４，３３５
△６０

2019年度
（2020年３月３１日現在）
金　額 構成比

３９６，４７４ １００．００

９．８１

６９．４７

０．０５

７．２９

０．０２
９．６８

０．３９
３．３４
△０．０６

３８，８８１
１

３８，８７９
２７５，４４０
１２５，７５１
４，７２３

　５９，０６５
５０，５８２
３５，３１８
２１３
２１３

２８，９１４
１８，６０７
８，９５１
１，３５５
９１

３８，３７１
８６

　１３，３７８
　３８７
１２，５９５
１１４

４，９５５
４９０
８７８
６３８

４，８０６
３８

１，５４０
１３，２４９
△２２８

2018年度
（2019年３月３１日現在） 比較増減

資産の部合計

経理の状況
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　（単位：百万円）

% %

科目

年度

負債の部合計

純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

（純資産の部）
資本金
資本剰余金
資本準備金
その他資本剰余金

利益剰余金
利益準備金
その他利益剰余金
不動産圧縮積立金
繰越利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券評価差額金
評価・換算差額等合計

　　５．３４
４．０７

　４．２１

　　　　　　
１３．６２
５．８６
５．８６

　７４．５５

４．３９

０．９９
　　０．１４
０．４５

３０７，３９６ ８０．５２

７４，３６２
３８１，７５８

１９．４８
１００．００

２８４，５８９
４６，０４８
２３８，５４１
１６，７６４
　３０４

　４，５２１
１０

　２，１９５
　２４１

７
　　２，５１２
６，６６５
２９２
１０
２

３，７８２
　　　５２６
１，７３２

　　１，７３２

２０，３８９
１５，５１８
１２，６２０
２，８９８
１６，０９１
７，７６９
８，３２１
１，６７０
６，６５１
５１，９９９
２２，３６２
２２，３６２

１，４３８

△１６，１５４
△１４，７１６

　△８０５
△２，９４８
２，１４３
１，３６４
△３

△５１４
△７

１，７８９
　４
△０
１６０
△２２５
１６２
△０
―

６７１
△７
２１６
２１６

―
―
―
―

△４，９３２
―

△４，９３２
△８

△４，９２３
△４，９３２
△１１，２２２
△１１，２２２

金　額 構成比

2019年度
（2020年３月３１日現在）

　５．１４
３．９１

　５．３０

　１４．３６
８．４７
８．４７

　７１．９８

３．８８

０．７８
　０．１３　
０．３８

３０５，９５７ ７７．１７

９０，５１７
３９６，４７４

２２．８３
１００．００

２８５，３９５
４８，９９６
２３６，３９８　
１５，４００
３０７

５，０３６
１７
４０６
２３６　
８

２，３５１
６，８９１
１３０
１１
２

３，１１０
５３４

１，５１６
１，５１６

２０，３８９
１５，５１８
１２，６２０
２，８９８
２１，０２３
７，７６９
１３，２５４
１，６７８
１１，５７５
５６，９３２
３３，５８５
３３，５８５

2018年度
（2019年３月３１日現在）

金　額 構成比
比較増減

（負債の部）
保険契約準備金
支払備金
責任準備金

その他負債
共同保険借
再保険借
外国再保険借
未払法人税等
預り金
前受収益
未払金
仮受金
金融派生商品
資産除去債務
その他の負債

退職給付引当金
賞与引当金
特別法上の準備金
価格変動準備金
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 〈2019年度の注記事項〉
　1．	有価証券の評価基準および評価方法は次のとおりとしています。

（ 1 ）満期保有目的の債券の評価は、移動平均法に基づく償却原価法（定額法）によっています。
（２）子会社株式の評価は、移動平均法に基づく原価法によっています。
（３）その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法によっています。
			 	 	なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法に基づいています。

（４）その他有価証券のうち時価を把握することが極めて困難と認められるものの評価は、移動平均法に基づく原価法によっています。
　2．	デリバティブ取引の評価は、時価法によっています。
　3．	有形固定資産の減価償却は、定額法によっています。
　4．	外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算は外貨建取引等会計処理基準に基づき行っています。
　5． 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準および償却・引当基準に基づき、次のとおり計上しています。破産、

特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債務者に対する債権および実質的に経
営破綻に陥っている債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収が可能と認められる額等
を控除し、その残額を計上しています。

	 今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額および保証によ
る回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を計上しています。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しています。
また、すべての債権は資産の自己査定基準に基づき、各資産の主管部および審査所管部が資産査定を実施し、当該部署から独立した内
部監査部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の計上を行っています。

　6．	退職給付引当金は、従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当期末に発生して
いると認められる額を計上しています。

　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっています。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法により費用処理しています。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法により、発生の翌期から
費用処理しています。

　7．	賞与引当金は、従業員賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しています。
　8．	価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき計上しています。
 9．	外貨建債券に係る将来の為替相場の変動リスクを軽減する目的で実施している為替予約取引については、時価ヘッジを適用しています。

なお、ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件が同一であり、ヘッジに高い有効性があるため、ヘッジ有効性の評価を省略しています。
 1 0．	消費税等の会計処理は税抜方式によっています。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は税込方式によっています。

なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、５年間で均等償却を行っています。
  11.	 金融商品の状況に関する事項および金融商品の時価等に関する事項については次のとおりです。

（ 1 ）金融商品の状況に関する事項
当社の資産運用は、安全性、収益性および保険金等のお支払いに備えた流動性のみならず、社会・公共性に資するような資産運用を行っ
ています。
そのため、資産・負債総合管理（ALM：Asset Liability Management）を軸として、保険商品の特性を踏まえた適切なリスクコントロール
のもとで、長期・安定的な収益確保および効率的な流動性管理を目指した取り組みを行っています。
お客さまに保険金をお支払いする商品の運用については、保険負債対応資産として、保険商品の持つ負債特性や、将来の保険金を確実
にお支払いするための収益性・流動性などを踏まえた、中長期的に目指すポートフォリオを軸とした運用を行っています。具体的には、高格
付債券を中心とした金利資産を保有することで、保険負債が抱える金利リスクを適切にコントロールしつつ、一定の信用リスクをとる運
用を行っています。また、外国証券投資等も活用しながら、国内外でのリスク分散と運用手法の多様化を図ることで、中長期的な収益確保
を目指しています。
満期返れい金という形でお客さまにお支払いする商品については、その積立資産を積立勘定資産として他の資産と区分し、厳格なALM
運用により金利リスクを円金利資産で適切にコントロールし、安定的な剰余の価値（運用資産価値－保険負債価値）の拡大を目指しています。
その他の資産の運用については、運用収益を安定的に拡大し、財務基盤の健全性確保を図りつつ、総合的に当社の企業価値の向上に資
することを目指しています。特に、取引関係の強化を図る目的で保有している政策株式については、保険取引面も含めた経済合理性およ
びグループ資本への影響などを踏まえ、総量削減に努めています。

（２）金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれていません（（注２）参照）。 （単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額
①現金及び預貯金
②有価証券
　　満期保有目的の債券
　　その他有価証券

49,049

1,210
244,760

49,049

1,532
244,760

—

321
—

資産計 295,020 295,342 321
③デリバティブ取引(*)
　　ヘッジ会計が適用されていないもの
　　ヘッジ会計が適用されているもの

　
—
3

—
3

　
—
—

デリバティブ取引計 3 3 —
（*）その他資産およびその他負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しています。
（注1 ）金融商品の時価の算定方法

①現金及び預貯金
預金は短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していると考えられることから、当該帳簿価額としています。

②有価証券　
有価証券のうち、株式は取引所の価格によっており、債券は店頭取引による価格または取引金融機関から提示された価格等としています。
また、投資信託については、公表されている基準価格等としています。

③デリバティブ取引
為替予約取引の時価の算定方法は先物為替相場によっています。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、次のとおりです。
非上場株式および非上場株式中心に資産が構成されている組合出資金等（貸借対照表計上額2,943百万円）は、市場価格がなく、
かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができないことから、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の
対象とはしていません。
なお、貸付金（貸借対照表計上額 179百万円）は全額約款貸付です。約款貸付は保険契約に基づいた融資制度で、解約返戻金の
範囲内で返済期限を定めずに実行しており、将来キャッシュ・フローを見積もることができないことから、時価を把握することが極
めて困難と認められるため、時価の開示対象とはしていません。
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  12.	 貸付金のうち、破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額および貸付条件緩和債権額はありません。
（ 1 ）破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済

の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下｢未収利息不計上貸付金｣という。）の
うち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号イからホまで（貸倒引当金勘定への繰入限度額）に掲げる事由または
同項第４号に規定する事由が生じている貸付金です。

（２）延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権および債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払
を猶予した貸付金以外の貸付金です。

（3）３カ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸付金で、破綻先債権および延滞債権
に該当しないものです。

（4）貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放
棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金で、破綻先債権、延滞債権および３カ月以上延滞債権に該当しないものです。

  13.	 有形固定資産の減価償却累計額は22,807百万円、圧縮記帳額は4,776百万円です。
  14.	 関係会社に対する金銭債権総額は2百万円、金銭債務総額は519百万円です。
  15. 	繰延税金資産の総額は28,147百万円、繰延税金負債の総額は9,066百万円です。また、評価性引当額として繰延税金資産から控除した額

は1,495百万円です。
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、責任準備金21,130百万円、退職給付引当金2,035百万円、ソフトウェア1,313 百万円、有価
証券評価損1,278百万円および支払備金865百万円です。
繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、その他有価証券に係る評価差額金8,308百万円です。

  16.	 関係会社株式の額は43百万円です。
  17. 	支払備金の内訳は次のとおりです。

支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く）	 47,964百万円
同上に係る出再支払備金	 6,２９1百万円

差　　引　（イ）	 41,673百万円
地震保険および自動車損害賠償責任保険に係る支払備金（ロ）  	4,374百万円

計　（イ＋ロ）	 46,048百万円
 18 . 責任準備金の内訳は次のとおりです。

普通責任準備金（出再責任準備金控除前）	 124,806百万円
同上に係る出再責任準備金	 2,244百万円

差　　引　（イ）	 122,562百万円
その他の責任準備金（ロ）	 115,979百万円

計　（イ＋ロ）	 238,541百万円
 19 . １株当たりの純資産額は353円56銭です。
	 算定上の基礎である純資産額は74,362百万円、このうち普通株式に帰属しないものはありません。また、普通株式の当期末発行済株式数は

210,320千株です。
 20 .	 退職給付に関する事項は次のとおりです。

（ 1 ）退職給付債務およびその内訳
イ.退職給付債務	 △20,195百万円
ロ.年金資産	 10,774百万円
ハ.退職給付信託	 5,016百万円

二.未積立退職給付債務（イ＋ロ＋ハ）	 △4,404百万円
ホ.未認識数理計算上の差異	 2,203百万円
へ.未認識過去勤務費用	 20百万円

　ト.貸借対照表計上額の純額（二＋ホ＋へ）	 △2,180百万円
チ.前払年金費用	 1,601百万円

 リ.退職給付引当金（トーチ）	 △3,782百万円
（２）退職給付債務等の計算基礎

退職給付見込額の期間配分方法	 給付算定式基準
割引率	 0.0％
長期期待運用収益率	 １.20％
過去勤務費用の額の処理年数	 １2年
数理計算上の差異の処理年数	 １2年

（3）退職一時金制度、確定給付企業年金制度および自社年金制度に基づく退職給付引当金の当期末残高（年金資産のうち、退職給付信
託に係る退職給付引当金に相当する金額を含む。）の内訳は、次のとおりです。

 21．	上記における子会社および関係会社の定義は、会社計算規則第２条に基づいています。
 2２ .	重要な後発事象に関する事項は次のとおりです。

当期末日後に、翌期以降の財産または損益に重要な影響を及ぼす事象は生じていません。
 2３ .	ストック・オプションに関する事項は次のとおりです。

（ 1 ）ストック･オプションに係る当期における費用計上額および科目名
営業費及び一般管理費　　　　　　　　１00百万円

（２）当期に付与したストック・オプションの内容
当社の親会社である東京海上ホールディングス株式会社より、当社の取締役および執行役員に対して株式報酬型ストック･オプション
が付与されており、当社は自社負担額のうち当期末までに発生した額を報酬費用として計上しています。

 2４ .	金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。

		  退職一時金	 確定給付企業年金	 自社年金	 合計
	　　　　　　　　　　　　  　	 百万円	 百万円	 百万円	 百万円

退職給付引当金（年金資産控除前）	 △3,307	 1,618	 △5,567	 △7,256
退職給付信託の年金資産	 384	 △17	 4,708	 5,075

退職給付引当金（純額）	 △2,922	 —	 △859	 △3,782
前払年金費用（純額）	 —	 1,601	 —	 1,601
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損益計算書 （単位：百万円）

科目

経常収益
保険引受収益
正味収入保険料
収入積立保険料
積立保険料等運用益
支払備金戻入額
責任準備金戻入額
為替差益
その他保険引受収益

資産運用収益
利息及び配当金収入
有価証券売却益
有価証券償還益
その他運用収益
積立保険料等運用益振替

その他経常収益
経常費用
保険引受費用
正味支払保険金
損害調査費
諸手数料及び集金費
満期返戻金
契約者配当金
支払備金繰入額
責任準備金繰入額
為替差損
その他保険引受費用

資産運用費用
有価証券売却損
有価証券評価損
金融派生商品費用
為替差損
その他運用費用

営業費及び一般管理費
その他経常費用
貸倒引当金繰入額
その他の経常費用

特別利益
固定資産処分益
移転補償金

特別損失
固定資産処分損
減損損失
特別法上の準備金繰入額
　価格変動準備金

経常利益

比較増減

９６
１，６０１
△８５９
７４１
△６４５

１３４
△１，０７７
５，０５２
△２５７
△１３７
２，９４８
△８，６９１

△２
１０

１，１９８
２３５

１，７３５
△９０６
△２
１３７
１３

△５８２
△１，４４１
△３，４５６
△６５
１，２７０
△１，１６７

△９
△１２３
２，１４３

０
△３３
１，５０７

１
１，２３２
２９５
△７
△１２
△６６２
１２
△４５
５８

△７４０
△５３５
△２０４
△１２０
△５３
△５８
△８
△８

７１６

金　　額

税引前当期純利益
法人税及び住民税
法人税等調整額
法人税等合計
当期純利益

１６１，３２３
　　　１５４，９４５
　　　１４８，８５０

１，４８９
１，６４１
２，９４８

―
―
１６

６，２７３
４，７０１
３，１２０
９０
１

△１，６４１
１０３

１５５，５３７
１２９，３７４
８６，７０４
９，７７４
２６，３３９
４，２０７
１４
―

２，１４３
０

１８９
２，２７２
１６

１，２９６
９３８
１２
８

２３，６８３
２０８
７５
１３２

２０２
２０２
―

　２６８
５１
―

２１６
２１６

　５，７８５

５，７２０
　２，１７５
△２１２　　
１，９６２
３，７５７

１６１，１８９
１５６，０２３
１４３，７９８
１，７４６
１，７７８

―
８，６９１

２
５

５，０７４
４，４６６
１，３８５
９９６
４

△１，７７８
９０

１５６，１１９
１３０，８１５
９０，１６１
９，８３９
２５，０６８
５，３７４
２４
１２３
―
―

２２３
７６４
１５
６４
６４２
２０
２１

２４，３４５
１９５
１２１
７３

９４２
７３８
２０４
３８８
１０５
５８
２２４
２２４

　５，０６９

５，６２４
５７３
６４７

１，２２１
４，４０３

2019年４月１日から
2020年３月３１日まで

2019年度
2018年４月１日から
2019年３月３１日まで

2018年度

金　　額

年度
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〈2019年度の注記事項〉
 1.	関係会社との取引による収益総額は142百万円、費用総額は3,070百万円です。

 2.	（1）正味収入保険料の内訳は次のとおりです。
収入保険料	 １71,616百万円
支払再保険料	22 ,765百万円
差　　引	 １48,850百万円

（２）正味支払保険金の内訳は次のとおりです。
支払保険金	 113,421百万円
回収再保険金	 26,717百万円
差　　引	 86,704百万円

（3）諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりです。
支払諸手数料及び集金費	2 7,600百万円
出再保険手数料	1 ,260百万円
差　　引	 26,339百万円

（4）支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりです。
支払備金繰入額（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く）	 △5,901百万円
同上に係る出再支払備金繰入額	 △3,402百万円
差　　引　（イ）	 △2,498百万円
地震保険および自動車損害賠償責任保険に係る支払備金繰入額（ロ）	 △450百万円
計　（イ+ロ）	 △2,948百万円

	（5）責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりです。
普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前）	 △5,794百万円
同上に係る出再責任準備金繰入額	 △254百万円
差　　引　（イ）	 6,048百万円
その他の責任準備金繰入額（ロ）	 △3,905百万円
計　（イ+ロ）	 2,143百万円

（6）利息及び配当金収入の内訳は次のとおりです。
預貯金利息	 0百万円
有価証券利息・配当金	 4,434百万円
貸付金利息	 8百万円
不動産賃貸料	25 6百万円
その他利息・配当金	 0百万円
計	 4,701百万円

 3.	 金融派生商品費用中の評価損益は501百万円の益です。
 4.	１株当たりの当期純利益金額は17円86銭です。算定上の基礎である当期純利益は3,757百万円、 このうち普通株式に帰属しないものは
	 ありません。また、普通株式の期中平均株式数は２１０,３２０千株です。

潜在株式調整後１株当たりの当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 5.	 損害調査費、営業費及び一般管理費に計上した退職給付費用は1,572百万円であり、その内訳は次のとおりです。
勤務費用	 854百万円
期待運用収益	 △130百万円
数理計算上の差異の費用処理額	 839百万円
過去勤務費用の費用処理額	 8百万円
計	1 ,572百万円

 6.	 当期における法定実効税率は28.0％、税効果会計適用後の法人税等の負担率は34.3％であり、この差異の主要な内訳は、評価性引当額
	 5.9％、受取配当等の益金不算入額△2.2％、住民税均等割1.8％、交際費等の損金不算入額0.8％です。

 7.	関連当事者との取引については以下の通りです。

	 取引条件及び取引条件の決定方針等
	 （注）上記取引は、市場実勢を勘案して、毎期価格交渉の上、取引条件を決定しています。

 8.	 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。

種類

親会社の
子会社

科目

再保険貸	
再保険借

会社等
の名称

東京海上
日動火災
保険株式
会社

関連当事者
との関係

再保険
取引先

取引金額
(百万円)

3,335
12,171

　30

期末残高
(百万円)

4,510
180

取引の
内容

出再取引
保険料
保険金
手数料

議決権等の所有
(被所有)の割合

なし
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キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

金　　額 金　　額

2019年４月１日から
2020年３月３１日まで

2019年度
2018年４月１日から
2019年３月３１日まで

2018年度

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益
減価償却費
減損損失
支払備金の増減額（△は減少）
責任準備金の増減額（△は減少）
貸倒引当金の増減額（△は減少）
退職給付引当金の増減額（△は減少）
賞与引当金の増減額（△は減少）
価格変動準備金の増減額（△は減少）
利息及び配当金収入
有価証券関係損益（△は益）
為替差損益（△は益）
有形固定資産関係損益（△は益）
その他資産（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は増加）
その他負債（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は減少）
その他
小計
利息及び配当金の受取額
法人税等の支払額
営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
預貯金の純増減額（△は増加）
有価証券の取得による支出
有価証券の売却・償還による収入
貸付けによる支出
貸付金の回収による収入
資産運用活動計
営業活動及び資産運用活動計
有形固定資産の取得による支出
有形固定資産の売却による収入
その他
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
配当金の支払額
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物期首残高
現金及び現金同等物期末残高

科目

年度
比較増減

３４９
△２３，１０５
３５，００７
△１２０
１５５

１２，２８５
１９，９４７
△９４３
２０４
△０

１１，５４５

△８，６９０
１０，５１７
３５，７６５
４６，２８２

５，７２０
７６３
―

△２，９４８
２，１４３
６０
６７１
△７
２１６

△４，７０１
△１，８９７

１２
△１５０
２，５２８
△１７７
△０

２，２３２
４，９６９
４５９

７，６６２

９６
７４
△５８

△３，０７２
１０，８３４
△６０
△９８
１６
△８

△２３５
３８２
△７
４８２

１５，３１４
△２，２３１

△０
２１，４２９
５６０

２，８２４
２４，８１４

３５７
△８８９
６，４２２

４　
９

５，９０３
３０，７１８
△５７
△６８２
△０

５，１６２

１，２１１
３１，１８９
△２０，６７１
１０，５１７

△8,690

△８
△２２，２１５
２８，５８４
△１２５
１４５

６，３８１
△１０，７７１
△８８５
８８６
―

６，３８３

△９，９０１
△２０，６７１
５６，４３６
３５，７６５

５，６２４
６８８
５８
１２３

△８，６９１
１２１
７７０
△２４
２２４

△４，４６６
△２，２８０

１９
△６３３

△１２，７８５
２，０５４

－
△１９，１９７
４，４０９
△２，３６４
△１７，１５２

△9,901 1,211
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〈2019年度の注記事項〉
　1. キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金および取得日から満期日または償還日までの期間
が３ヵ月以内の定期預金等の短期投資から構成されています。

　 2. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
　　				    　    

現金及び預貯金	 49,049百万円
預入期間が３ヵ月を超える定期預金	 △2,767百万円
現金及び現金同等物	 46,282百万円

　 3. 投資活動によるキャッシュ・フローには、保険事業に係る資産運用業務から生じるキャッシュ・フローを含んでいます。

（2020年３月３１日現在）
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（単位：百万円）

株主資本等変動計算書
2018年度（2018年４月１日から2019年３月31日）

（単位：百万円）

当期首残高
当期変動額
特別準備金の取崩
不動産圧縮積立金の取崩
剰余金の配当
当期純利益
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計
当期末残高

３８，５８９

△５，００４
△５，００４
３３，５８５

１０１，０２０

―
―

△９，９０１
４，４０３
△５，００４
△１０，５０３
９０，５１７

その他
有価証券
評価
差額金

評価・
換算
差額等

純資産
合計

当期首残高
当期変動額
特別準備金の取崩
不動産圧縮積立金の取崩
剰余金の配当
当期純利益
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計
当期末残高

２０，３８９

―
２０，３８９

１２，６２０

―
１２，６２０

２，８９８

―
２，８９８

７，７６９

―
７，７６９

８，８４０

△８，８４０

△8,840
―

１，７４５

△６６

△６６
１，６７８

８，１６７

８，８４０
　　６６
△9,901
４，４０３

３，４０７
１１，５７５

６２，４３０

―
―

△9,901
４，４０３

△５，４９８
５６，９３２

資本金 資本
準備金

その他
資本
剰余金

利益
準備金 特別

準備金
不動産
圧縮
積立金

繰越利益
剰余金

その他利益剰余金

利益剰余金

株主資本

株主資本
合計

資本剰余金
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（単位：百万円）2019年度（2019年４月１日から2020年３月31日）

（単位：百万円）

当期首残高
当期変動額
不動産圧縮積立金の取崩
剰余金の配当
当期純利益
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計
当期末残高

３３，５８５

△１１，２２２
△１１，２２２
２２，３６２

９０，５１７

―
△８，６９０
３，７５７

△１１，２２２
△１６，１５４
７４，３６２

その他
有価証券
評価
差額金

評価・
換算
差額等

純資産
合計

当期首残高
当期変動額
不動産圧縮積立金の取崩
剰余金の配当
当期純利益
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計
当期末残高

２０，３８９

―
２０，３８９

１２，６２０

―
１２，６２０

２，８９８

―
２，８９８

７，７６９

―
７，７６９

１，６７８

△８

△８
１，６７０

１１，５７５

　　８
△8,690
３，７５７

△４，９２３
６，６５１

５６，９３２

―
△8,690
３，７５７

△４，９３２
５１，９９９

資本金 資本
準備金

その他
資本
剰余金

利益
準備金 不動産

圧縮
積立金

繰越利益
剰余金

その他利益剰余金

利益剰余金

株主資本

株主資本
合計

資本剰余金
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〈2019年度の注記事項〉
 1. 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

―
―

―
―

当事業年度
増加株式数（千株）

当事業年度
減少株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

２１０，３２０
２１０，３２０

２１０，３２０
２１０，３２０

当事業年度期首
株式数（千株）

発 行 済 株 式
普 通 株 式

合 計

3. 配当に関する事項
（1 ）配当金支払額

（2）基準日が2019年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が2020年度となるもの
該当ありません。

（注） 自己株式については、該当ありません。

2. 新株予約権および自己新株予約権に関する事項
該当ありません。

4 .金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。

1株当たり配当額配当金の総額株式の種類（決議） 基準日 効力発生日

2019年５月16日
取締役会 普通株式 ８，６９０百万円 ４１円３２銭 2019年

３月３１日
2019年
５月２１日
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貸借対照表（主要項目）の推移 （単位：百万円）

科目
（資産の部）
現金及び預貯金
有価証券
貸付金
有形固定資産
無形固定資産
その他資産
前払年金費用
繰延税金資産
貸倒引当金
資産の部合計

（負債の部）
保険契約準備金
その他負債
退職給付引当金
賞与引当金
特別法上の準備金
価格変動準備金
負債の部合計

（純資産の部）
資本金
資本剰余金
利益剰余金
株主資本合計
その他有価証券評価差額金
評価・換算差額等合計
純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

年度

( )( )( )

４９，０４９
２４８，９１４

１７９　　
２９，０４１

９１
３５，５８５
１，６０１
１７，５８４
△２８９

３８１，７５８

２８４，５８９
１６，７６４
３，７８２
５２６

１，７３２
１，７３２

３０７，３９６

２０，３８９
１５，５１８
１６，０９１
５１，９９９
２２，３６２
２２，３６２
７４，３６２
３８１，７５８

５９，５４４
２８５，９８５

２３４
２９，０２９

９１
２６，１０４
１，５１０
１２，４７８
△１０７

４１４，８７２

２９３，９６３
１５，６９６
２，３３９
５５９

１，２９２
　１，２９２
３１３，８５１

２０，３８９
１５，５１８
２６，５２２
６２，４３０
３８，５８９
３８，５８９
１０１，０２０
４１４，８７２

2019年度

３８，８８１
２７５，４４０

２１３
２８，９１４

９１
３８，３７１
１，５４０
１３，２４９
△２２８

３９６，４７４

２８５，３９５
１５，４００
３，１１０
５３４

１，５１６
１，５１６

３０５，９５７

２０，３８９
１５，５１８
２１，０２３
５６，９３２
３３，５８５
３３，５８５
９０，５１７
３９６，４７４

2018年度2017年度
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損益計算書（主要項目）の推移 （単位：百万円）

科目
経常収益
保険引受収益
正味収入保険料
収入積立保険料
積立保険料等運用益
支払備金戻入額
責任準備金戻入額
その他の保険引受収益
資産運用収益
利息及び配当金収入
有価証券売却益等
その他の運用収益
積立保険料等運用益振替
その他経常収益

経常費用
保険引受費用
正味支払保険金
損害調査費
諸手数料及び集金費
満期返戻金
契約者配当金
支払備金繰入額
その他の保険引受費用
資産運用費用
有価証券売却損等
有価証券評価損
その他の運用費用
営業費及び一般管理費
その他経常費用

経常利益

税引前当期純利益
法人税及び住民税
法人税等調整額
法人税等合計
当期純利益

特別利益
固定資産処分益
移転補償金

特別損失
固定資産処分損
減損損失
特別法上の準備金繰入額
価格変動準備金

年度

（ ）（ ）（ ）

２０１９年４月１日から
２０２０年３月３１日まで

２０１９年度

１６１，３２３
１５４，９４５
１４８，８５０
１，４８９
１，６４１
２，９４８

―
１６

６，２７３
４，７０１
３，２１１

１
△１，６４１
１０３

５，７２０
２，１７５
△２１２
１，９６２
３，７５７

２０２
２０２
―

２６８
５１
―

２１６
２１６

１５５，５３７
１２９，３７４
８６，７０４
９，７７４
２６，３３９
４，２０７
１４
―

１９０
２，２７２
９５４

１，２９６
２０

２３，６８３
２０８

５，７８５

１６１，１８９
１５６，０２３
１４３，７９８
１，７４６
１，７７８

―
８，６９１

８
５，０７４
４，４６６
２，３８１

４
△１，７７８

９０

５，６２４
５７３
６４７

１，２２１
４，４０３

９４２
７３８
２０４
３８８
１０５
５８
２２４
２２４

１５６，１１９
１３０，８１５
９０，１６１
９，８３９
２５，０６８
５，３７４
２４
１２３
２２３
７６４
６５８
６４
４１

２４，３４５
１９５

５，０６９

２０１８年４月１日から
２０１９年３月３１日まで

２０１８年度

１４９，４５２
１４５，９４５
１４１，８２０
１，８６６
１，７９０

―
４５８
９

３，４１８
４，５２６
６６６
１５

△１，７９０
８７

７，３０３
２，７４２
△７８４
１，９５７
５，３４６

１６
１６
―

２８６
８
８９
１８８
１８８

１４１，８７７
１１７，５５２
７５，１８５
９，４８４
２４，０４１
６，７０５
３６

１，９５８
１４０
３９３
３８１
―
１１

２３，８４１
９０

７，５７４

２０１７年４月１日から
２０１８年３月３１日まで

２０１７年度
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1株当たり配当等の推移

（注）1.  潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないので記載していません。
2.  1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目

1株当たり配当額

1株当たり当期純利益金額

配当性向

1株当たり純資産額

従業員1人当たり総資産

年度

　　　　―

１７円８６銭

　　　　―

３５３円５６銭

１７２百万円

４７円０８銭

２５円４２銭

１８５．２１％

４８０円３１銭

１８３百万円

2019年度

４１円３２銭

２０円９３銭

１９７．４２％

４３０円３７銭

１７８百万円

2018年度2017年度

　項目

当期純利益（百万円）

普通株主に帰属しない金額（百万円）

普通株式に係る当期純利益（百万円）

普通株式の期中平均株式（千株）

年度 2018年度

４，４０３

―

４，４０３

２１０，３２０

2019年度

３，７５７

―

３，７５７

２１０，３２０

５，３４６

―

５，３４６

２１０，３２０

2017年度
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資産・負債の明細

現金及び預貯金 （単位：百万円）

商品有価証券・同平均残高・同売買高
該当ありません。

 

　

現金
預貯金
（郵便振替・郵便貯金）
（当座預金）
（普通預金）
（通知預金）
（定期預金）

年度
区分

合計

(
(
(
(
(

)
)
)
)
)

(
(
(
(
(

)
)
)
)
)

(
(
(
(
(

)
)
)
)
)

―
４９，０４９
８９５
１１

４５，３７５
―

２，７６７

49,049

2019年度末

１
３８，８７９
７４５　
３　

３４，７１４
３００

３，１１６

38,881

2018年度末

４
５９，５４０
６１２
１０７

５５，４１２
３００　

　３，１０８

59,544

2017年度末

保有有価証券の内訳と推移 （単位：百万円）
  

   区分 構成比 構成比 構成比
% %

国債
地方債
社債
株式
外国証券
その他の証券

%

合計

年度

１１８，０９８
３，１７１
４６，６３２
３７，１７９
４３，８３１

―

４７．４
１．３
１８．７
１４．９
　１７．６

―

２４８，９１４ １００．０

2019年度末

１２５，７５１
４，７２３
５９，０６５
５０，５８２
３５，３１８

―

４５．７
１．７
２１．４
１８．４
１２．８
―

２７５，４４０ １００．０

2018年度末

１２７，３４４
５，１４０
７６，１３９
５４，９１５
１９，０７８
３，３６６

４４．５
１．８
２６．６
１９．２
　６．７
１．２

２８５，９８５ １００．０

2017年度末
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保有有価証券利回りの内訳と推移

（注）1. 「インカム利回り」は、利息及び配当金収入を当該資産の平均運用額（取得原価ベース）で除した比率です。
2.「実現利回り」は、P.78「資産運用利回り（実現利回り）」と同様の方法により算出したものです。
3.「時価総合利回り」は、P.78「（参考）時価総合利回り」と同様の方法により算出したものです。

　　　　　　   
　   

%

%

%

%

%

%

%

%

%

公社債
株式
外国証券
その他
合計

合計

合計

公社債
株式
外国証券
その他

公社債
株式
外国証券
その他

イ
ン
カ
ム
利
回
り

実
現
利
回
り

時
価
総
合
利
回
り

年度
区分

１．３９
９．９９
３．８５
―

△０．２７
△１３．０９
△４．８９

―

１．３１
３．８１
３．３３
―

１．９３

２．７５

△３．２７

2019年度

１．２８
３．５８
５．１６

１８７．４９

１．２４
△６．０３
３．３２
△４．３４

１．２５
３．７７
２．８６
１７．４８
１．７９

２．７６

０．０２

2018年度

１．２１
４．２９
４．３７
２２．９３

０．６９
１２．２１
２．４４
１５．９２

１．１７
３．２７
４．５９
１０．０８
１．６９

１．９０

２．９２

2017年度

有価証券残存期間別残高 （単位：百万円）

（注） 「元本額（額面金額）」を表示しています。

合計３年超
５年以下

１年超
３年以下

５年超
７年以下

７年超
１０年以下 期間の定めの

ないものを含む（ ）
１０年超１年以下

残存期間
区分

合計

国債
地方債
社債
株式
外国証券
その他の証券

合計

２
０
１
9
年
度
末

国債
地方債
社債
株式
外国証券
その他の証券

１４，２５０
―

８，６００
―

１，１００
―

２３，９５０

９，１００
１，２００
１６，１２１

―
１，０１２

―

２７，４３４

１４，４００
１００

５，０００
―

１，０８８
―

２０，５８８

１５，１００
１，０００
３，９００

―
―
―

２０，０００

３３，７００
５００

６，７００
３７，１７９
３３，４２７

―

１１１，５０７

１０２，９００
２，８００
４３，９０５
３７，１７９
４３，１０３

―

２２９，８８９

１６，３５０
―

３，５８４
―

６，４７５
―

２
０
１
8
年
度
末

２６，４０９

１７，７００
―

５，０００
―

１，０５４
―

２３，７５４

４，０００
１，５００
１７，５００

―
４，３８１

―

２７，３８１

１７，１００
１，３００
１６，８２２

―
１，７７３

―

３６，９９６

１７，９００
１，０００
３，６００

―
６００
―

２３，１００

３５，３００
５００

７，７００
５０，５８２
２０，０１２

―

１１４，０９５

１０８，０００
４，３００
５５，８０６
５０，５８２
３４，９８０

―

２５３，６７０

１６，０００
―

５，１８４
―

７，１５８
―

２８，３４２
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業種別保有株式 （単位：千株、百万円）

（注）約款貸付は、含みません。

（注）約款貸付は、含みません。

　区分
%%%

陸運業
金融保険業
食料品
建設業
商業
サービス業
機械
その他製品
化学
電気機器
その他

合計

構成比金　額株　数 構成比金　額株　数 構成比金　額株　数
2019年度末

３，５１２
９，７２０
２，４８０
４，０５０
３，１８４
４０８

１，３３１
７９１

１，８０１
１，５９０
３，１２７

１０，１７１
４，８３４
４，０８６
３，２００
３，０１７
２，３８２
２，１６３
１，８６２
１，８３３
１，１２０
２，５０７

２７．４
１３．０
１１．０
８．６
８．１
６．４
５．８
５．０
４．９
３．０
６．７

３１，９９７ ３７，１７９ １００．０

2018年度末

３，６２２
１２，８６７
２，４９６
　４，０７６
３，２８２
５５５

１，３３１
１，１５７
１，８６１
１，７５２
３，７８９

１１，６０９
８，２７４
５，６７０
３，６１１
３，３２４
２，６７４
３，４３３
３，８２０
１，９４８
１，７４１
４，４７５

２３．０
１６．４
１１．２
７．１
６．６
５．３
６．８
７．６
３．９
３．４
８．８

３６，７９２ ５０，５８２ １００．０

３，９９０
１２，９６６
２，５０７
５，６４６
３，３２２
５５５

３，５１３
１，１５７
２，４８４
１，７５２
４，４３６

９，９２４
９，６３６
５，３８０
４，９５４
３，１２３
２，３５１
４，４９７
５，０２４
２，３３８
２，１０８
５，５７５

１８．１
１７．５
９．８
９．０
５．７
４．３
８．２
９．１
４．３
３．８
１０．２

４２，３３４ ５４，９１５ １００．０

2017年度末年度

（注）1. 業種区分は証券取引所の業種分類に準じています。
2. 陸運業は空運業を、化学は医薬品を含んでいます。また、卸売業および小売業は商業として、銀行業、保険業およびその他金融業は金融保険業として
　  記載しています。

貸付金の残存期間別残高

（単位：百万円）2018年度末

１年以下 合　計3年超
5年以下

1年超
3年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下区 分 （ ）

10年超

固定金利
変動金利
計

国内企業向け

そ の 他

合 計

固定金利
変動金利
計

固定金利
変動金利
計

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

期間の定めの
ないものを含む

（単位：百万円）2019年度末

１年以下 合　計3年超
5年以下

1年超
3年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下区 分 （ ）

10年超

固定金利
変動金利
計

国内企業向け

そ の 他

合 計

固定金利
変動金利
計

固定金利
変動金利
計

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

期間の定めの
ないものを含む
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（単位：百万円）貸付金担保別内訳

貸付金使途別内訳 （単位：百万円）

貸付金の業種別内訳と推移 （単位：百万円）

（注）業種別区分は、日本標準産業分類の大分類に準じています。

構成比 構成比 構成比
%

区分

担保貸付
保証貸付
信用貸付
その他
一般貸付計
約款貸付
合計
（うち劣後特約付貸付）

% %

年度

―
―
―
―
―

１７９
１７９

―
―
―
―
―

１００．０
１００．０

( ―) ( ―)

―
―
―
―
―

２３４
２３４

―
―
―
―
―

１００．０
１００．０

( ―) ( ―)

2019年度末

―
―
―
―
―

２１３
２１３

―
―
―
―
―

１００．０
１００．０

( ―) ( ―)

2018年度末2017年度末

構成比 構成比 構成比
%

  

設備資金
運転資金

% %

合計

年度
区分

̶
１００．０

̶
１７９

１７９ １００．０

2019年度末

̶
１００．０

̶
２１３

２１３ １００．０

2018年度末2017年度末

̶
１００．０

̶
２３４

２３４ １００．０

構成比 構成比 構成比
  　

区分
%

農林・水産業
鉱業・採石業・砂利採取業
建設業
製造業
卸売業・小売業
金融業・保険業
不動産業・物品賃貸業
情報通信業
運輸業・郵便業
電気・ガス・熱供給・水道業
サービス業等
その他
（うち個人住宅・消費者ローン）

公共団体
公社・公団
約款貸付

% %

年度

計

合計

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

１７９
１７９

―
―
―

１００．０
１００．０

2019年度末

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

２１３
２１３

―
―
―

１００．０
１００．０

2018年度末

（　　　） （　　　）

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

２３４
２３４

―
―
―

１００．０
１００．０

（　　　） （　　　）

2017年度末

（　　　） （　　　）
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貸付金企業規模別内訳 （単位：百万円）

（注）1. 大企業とは資本金１０億円以上の企業をいいます。
2.中堅企業とは（注）１の「大企業」および（注）３の「中小企業」以外の企業をいいます。
3.中小企業とは資本金３億円以下の企業をいいます。（ただし、卸売業は資本金１億円以下、小売業、飲食業、サービス業は資本金５千万円以下の企業をいいます。）
4.その他とは個人ローン等です。

構成比 構成比 構成比
% % %

  
   区分
大企業
中堅企業
中小企業
その他

一般貸付計

2017年度末

―
―
―
―

̶

―
―
―
―

̶

―
―
―
―

̶

―
―
―
―

̶

―
―
―
―

̶

2019年度末

―
―
―
―

̶

2018年度末年度

貸付金地域別内訳

（注）1. 個人ローン・約款貸付等は含みません。
2. 国内の区分は、当社取扱部店所在地による分類です。

（単位：百万円）

構成比 構成比 構成比区分
% % %

国
内

首都圏
その他の地域
国内計

海外計
合計

2017年度末 2018年度末

―
―
―
―
―

―
―
―
―
―

―
―
―
―
―

―
―
―
―
―

―
―
―
―
―

―
―
―
―
―

2019年度末年度

有形固定資産及び有形固定資産合計の残高 （単位：百万円）

  
  区分

土地
営業用
賃貸用

建物
営業用
賃貸用

土地・建物合計
営業用
賃貸用

建設仮勘定
営業用
賃貸用

合計
営業用
賃貸用

リース資産
その他の有形固定資産
有形固定資産合計

年度

―
１，２２５
２９，０４１

１８，５９６
１７，７２９
８６６

９，２１９
８，４５５
７６４

２７，８１６
２６，１８４
１，６３１

―
―
―

２７，８１６
２６，１８４
１，６３１

―
１，２３７
２９，０２９

１８，７２７
１７，８２１
９０５

９，０６４
８，２６１
８０２

２７，７９１
２６，０８３
１，７０８

―
―
―

２７，７９１
２６，０８３
１，７０８

2019年度末

―
１，３５５
２８，９１４

１８，６０７
１７，７３１
８７６

８，９５１
８，２０７
７４３

２７，５５９
２５，９３８
１，６２０

―
―
―

２７，５５９
２５，９３８
１，６２０

2018年度末2017年度末
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支払承諾の残高内訳
該当ありません。

支払承諾見返の担保別内訳
該当ありません。

住宅関連融資

（注）長期性資産は、積立保険の払戻積立金・契約者配当準備金の合計額を表示しています。

長期性資産 （単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）合計欄の（　）内は総貸付残高に対する比率です。

  
  

年度
区分

長期性資産

2019年度末

２１，４９４

2018年度末

２３，４７５

2017年度末

２６，３２９

区分
% % %

総貸付残高

合計

年度

個人向ローン
住宅金融会社貸付
地方住宅供給公社貸付

構成比 構成比

―
（　　―）

１７９

―
―
―

―
―
―

―

2019年度末

―
（　　―）

２１３

―
―
―

―
―
―

―

2018年度末
構成比

―
（　　―）

２３４

―
―
―

―
―
―

―

2017年度末
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リスク管理債権
破綻先債権、延滞債権、3ヵ月以上延滞債権、貸付条件緩和債権はありません。

元本補塡契約のある信託に係る貸出金の状況
該当ありません。

債務者区分に基づいて区分された債権 （単位：百万円）

（注）上記の表は、貸付金・貸付有価証券およびそれらに準ずる未収利息・仮払金を基礎として区分しています。
 1. 破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始または再生手続開始の申し立て等により経営破綻に陥っている債務者に対

する債権およびこれらに準ずる債権であり、実質破綻先に対する債権および破綻先に対する債権です。
 2. 危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受け

取りができない可能性の高い債権であり、破綻懸念先に対する債権です。
 3 . 要管理債権とは、要注意先に対する債権のうち３ヵ月以上延滞貸付金（元本または利息の支払いが、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸付金）

および条件緩和貸付金（債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債
務者に有利となる取り決めを行った貸付金）です。ただし前記1. 2.に掲げる貸付金を除きます。

 4. 正常債権とは、債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、前記1. 2.3.およびこれらに準ずる債権以外のものに区分される債権であり、国、
地方公共団体および被管理金融機関に対する債権、正常先に対する債権および要注意先に対する債権のうち要管理債権に該当する債権以外の債権です。

区分

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

正常債権

合計

年度

―

―

―

217

217

2018年度

―

―

―

182

182

2019年度

―

―

―

238

238

2017年度
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自己査定結果

（単位：百万円）2018年度

貸付金

有価証券

有形固定資産

その他

合計

分 類 資 産
Ⅲ分類Ⅱ分類 計Ⅳ分類 合　計Ⅰ分類資産区　分

２１３

２７５，２５３

２８，９０３

９１，８１１

３９６，１８１

―

１８７

１１

９８

２９６

―

―

―

２２４

２２４

―

―

―

０

０

―

１８７

１１

３２３

５２２

２１３

２７５，４４０

２８，９１４

９２，１３４

３９６，７０３

（単位：百万円）

（注）1.その他とは、預貯金、保険料債権、預託金等です。
資産査定における分類区分。
Ⅳ分類…査定基準日において、「回収不可能または無価値と判定される資産」を指します。
Ⅲ分類…査定基準日において、「最終の回収または価値について重大な懸念が存し、したがって損失の発生の可能性が高いが、その損失額について

合理的な推計が困難な資産」を指します。
Ⅱ分類…査定基準日において、「債権確保上の諸条件が満足に充たされないため、あるいは、信用上疑義が存するなどの理由により、その回収について

通常の度合を超える危険を含むと認められる債権等の資産」を指します。
Ⅰ分類…査定基準日において、「「Ⅱ分類、Ⅲ分類及びⅣ分類としない資産」で、回収の危険性または価値の毀損の可能性について問題のない資産」を指し
	 ます。
なお、上記の金額は自己査定による償却前であり、合計は貸借対照表計上額よりも大きくなっています。

2019年度

貸付金

有価証券

有形固定資産

その他

合計

分 類 資 産
Ⅲ分類Ⅱ分類 計Ⅳ分類 合　計Ⅰ分類資産区　分

１７９

２４８，７２６　　

２９，０４１

１０３，５９９

３８１，５４６

―

　　１８７

―

　　７６　　　　

２６３

―

―

―　

２３７　　

２３７

―

５

―

０

６

―

１９２

―

３１４

５０７

１７９

２４８，９１９

２９，０４１

１０３，９１３

３８２，０５４
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支払備金 （単位：百万円）

期首時点支払備金（見積り額）の当期末状況（ラン・オフ・リザルト） （単位：百万円）

（注）1. 国内元受契約に係る出再控除前の金額です。
2.地震保険および自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しています。
3.当期把握見積り差額＝期首支払備金−（前期以前発生事故に係る当期支払保険金+前期以前発生事故に係る当期末支払備金）

種目
火災
海上
傷害
自動車
自動車損害賠償責任
その他
（うち賠償責任）

年度

合計 ４８，９９６

５，０６８
３

２，４１９
３０，９５６
４，８２５
５，７２４

（　２，４４３）

４８，８７３

５，５５９
６

３，０６９
３０，２０４
５，３３６
４，６９７

（　２，０７１）

2018年度末2017年度末

４６，０４８

５，０３５
２

２，０８６
２８，７１８
４，３７４
５，８３１

（　２，５６０）

2019年度末

期 首 支 払 備 金 前期以前発生事故に係る
当期支払保険金

前期以前発生事故に係る
当期末支払備金

当期把握
見積り差額会 計 年 度

４２，７３７

４１，５１９

４１，６７５

４３，８４３

５３，４９４

２２，９２１

２１，３５６

２１，９４６

２５，１３１

３０，２０８

１９，５２６

１９，２８１

１９，１５８

２０，１４５

２１，０４５

２８９

８８１

５７１

△ 1,433

２，２４０

2015年度

2016年度

2017年度

2018年度

2019年度



業績データ

経理の状況

日新火災の現状 2020日新火災の現状 2020 105

事故発生からの期間経過に伴う最終損害見積り額の推移表 
自動車保険 （単位：百万円）

傷害保険 （単位：百万円）

賠償責任保険 （単位：百万円）

（注）1. 国内元受契約に係る出再控除前の金額です。
2.「比率」欄には、前年度末における累計保険金と支払備金の合計額が、当該年度１年間で変動した倍率を記載しています。
3.「変動」欄には、前年度末における累計保険金と支払備金の合計額が、当該年度１年間で変動した額を記載しています。

事故発生年度

 

金額 比率 変動金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動

累
計
保
険
金
＋
支
払
備
金

事故発生年度末

１年後

２年後

３年後

４年後

最終損害見積り額

累計保険金

支払備金

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

42,49042,663

41,215 0.966 △1,448

41,918

41,238

40,861

40,810

40,723

0.984

0.991

0.999

0.998

△680

△377

△51

△87

41,510

41,157

44,585

44,152

42,603

42,097

41,866

0.991

0.995

△393

△231

0.990 △433

４０，７２３

３９，７１６

１，００７

４２，６０３

２８，９４９

１３，６５４

４４，１５２

３７，４０１

６，７５１

４１，８６６

３８，０８５

３，７８１

４１，１５７

３９，２８０

１，８７７

1.007

0.991

295

△353

 

事故発生年度

累
計
保
険
金
＋
支
払
備
金

事故発生年度末

１年後

２年後

３年後

４年後

最終損害見積り額

累計保険金

支払備金

金額 比率 変動金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動
2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

3,640

3,658

3,619

3,574

3,461

3,385

3,374

2,841

3,075 1.082 234

2,7474,134

4,055

4,057

4,055

4,029

 

0.981

1.000

1.000

0.994

 

△79

2

△2

△26

1.005

0.989

0.988

18

△39

△45

0.978

0.997

△76

△11

４，０２９

３，９４４

８５

２，７４７

１，３８４

１，３６３

３，０７５

２，７９８

２７７

３，３７４

３，２５３

１２１

３，５７４

３，４９１

８３
 

事故発生年度

累
計
保
険
金
＋
支
払
備
金

事故発生年度末

１年後

２年後

３年後

４年後

最終損害見積り額

累計保険金

支払備金

金額 比率 変動金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動
2015年度 2016年度 2017年度

2,629

2,769

2,851

2,859

2,273

2,194

2,221

2,268

2,239

2018年度 2019年度

0.965

1.012

1.021

0.987

△79

27

47

△29

1.053

1.030

1.003

140

82

8

3,062

3,065

3,066

２，２３９

２，１５９

８０

２，８５９

２，７８５

７４

３，０６６

２，９２２

１４４

３，６９９

２，００７

１，６９２

３，８２８

３，３３４

４９４

3,693

3,8281.001

1.000

3

1

3,699

1.037 135
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責任準備金 （単位：百万円）

種目
火災
海上
傷害
自動車
自動車損害賠償責任
その他
（うち賠償責任）
合計

年度

（　　　　）（　　　　） （　　　　）

2018年度末

２３６，３９８

８９，５１３
２，４３６
３１，０５４
５０，９２６
３５，４０２
２７，０６４
７，４４５

２４５，０９０

９６，９４８
２，４３８
３３，４３７
５０，１９１
３５，７８２
２６，２９１
７，０２５

2017年度末 2019年度末

２３８，５４１

９０，４２０
０

２９，１７６
５５，４０９
３６，４５７
２７，０７７
８，０１８

責任準備金積立水準

（注）1. 積立方式および積立率は、保険業法第３条第５項第１号に掲げる保険に係る保険契約および保険業法第３条第５項第１号に掲げる保険を主たる保険
としている保険契約を除いています。

2.保険料積立金および積立保険に係る払戻積立金以外について積立方式という概念がないため、積立方式は保険料積立金および積立保険に係る
払戻積立金について記載しています。

3. 積立率＝（実際に積み立てている普通責任準備金＋払戻積立金）÷（下記（1）〜（３）の合計額）
（1）標準責任準備金対象契約に係る、平成8年大蔵省告示第４８号に定める方式により計算した保険料積立金および払戻積立金（保険業法施行

規則第６８条第２項に定める保険契約に限る）
（２）標準責任準備金対象外契約に係る、平準純保険料式により計算した2001年７月１日以降に保険期間が開始する保険契約に係る保険料積立金、
　  保険業法施行規則第６８条第２項に定める保険契約以外の保険契約で2001年７月１日以降に保険期間が開始する保険契約に係る払戻積立
　  金ならびに2001年７月１日前に保険期間が開始する保険契約に係る普通責任準備金および払戻積立金

（３）2001年７月１日以降に保険期間が開始する保険契約に係る未経過保険料

積 立 方 式
標準責任準備金対象契約

標準責任準備金対象外契約

積　立　率

区分
年度

標準責任準備金

平準純保険料式又は全期チルメル式

１００．０％

2019年度末

標準責任準備金

平準純保険料式又は全期チルメル式

１００．０％

2018年度末

責任準備金の残高内訳 （単位：百万円）

（注）地震保険と自動車損害賠償責任保険の責任準備金については、普通責任準備金として記載しています。

区　分

火災
海上
傷害
自動車
自動車損害賠償責任
その他
（うち賠償責任）

合計

火災
海上
傷害
自動車
自動車損害賠償責任
その他
（うち賠償責任）

合計

異常危険準備金普通責任準備金 危険準備金 払戻積立金 契約者配当準備金 合　計

（　　 ）（ ） （ ） （　　 ） （　　 ） （ ）

（ ）（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

２
０
１
9
年
度
末

２
０
１
8
年
度
末

―
―
―
―
―
―

　　―

―

８０，１２８
　　　　０
２，４７４
２７，２１７
３６，４５７
１３，５８９
２，５７３

１５９，８６７

１０，２９２
０

６，６８５
２８，１９１

―
１１，９６４
５，４４５

５７，１３３

―
―

１９，８９８
―
―

　１，５０８
　　―

２１，４０７

　―
―

１１８
―
―
１５

　　―

１３３

９０，４２０
０

２９，１７６
５５，４０９
３６，４５７
２７，０７７
８，０１８

２３８，５４１

―
―
―
―
―
―

　　―

―

７６，５０８
０

２，６４７
２５，４９６
３５，４０２
１２，６８５
　２，１５７

１５２，７４０

１３，００５
　　２，４３６
６，４７８
２５，４２９

―
１２，７８７　　　
　５，２８８

６０，１３７

―
―

２１，７９８
―
―

　１，５７６
　　―

２３，３７４

　―
―

１３０
―
―
１５

　　―

１４６

８９，５１３
２，４３６
３１，０５４
５０，９２６
３５，４０２
２７，０６４
　７，４４５

２３６，３９８
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引当金明細表
（単位：百万円）2018年度

（単位：百万円）2019年度

貸
倒
引
当
金

2017年度末
残高

2018年度末
残高

2018年度
増加額 その他目的使用

2018年度減少額
摘要

一般貸倒引当金
個別貸倒引当金
計

賞与引当金
価格変動準備金

区　分

２
１０５
１０７
５５９

１，２９２

３
１２０
１２４
５３４
２２４

―
―
―

559
―

２
０
３
―
―

３
２２５
２２８
５３４

１，５１６

※

※

※洗替による取崩額

※回収等による取崩額

貸
倒
引
当
金

2018年度末
残高

2019年度末
残高

2019年度
増加額 その他目的使用

2019年度減少額
摘要

一般貸倒引当金
個別貸倒引当金
計

賞与引当金
価格変動準備金

区　分

３
２２５
２２８
５３４

１，５１６

５１
４９
１００
５２６
２１６

―
14
14
534
―

３
２１
２４
―
―

５１
２３８
２８９
５２６

１，７３２

※

※

※洗替による取崩額

※回収等による取崩額

（注）退職給付引当金に関する事項はP.85に記載しています。

資本金等明細表
純資産の変動については、P.90、91「株主資本等変動計算書」をご参照ください。

特別勘定資産・同残高・同運用収支
該当ありません。

貸付金償却の額
該当ありません。
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損益の明細

（単位：百万円）固定資産処分損益明細表

（注）1. 金額は、損益計算書における損害調査費、営業費及び一般管理費ならびに諸手数料及び集金費の合計額です。
2.拠出金は、火災予防拠出金および交通事故予防拠出金です。
3.負担金は、保険業法第２６５条の３３の規定に基づく保険契約者保護機構負担金です。

事業費（含む損害調査費） （単位：百万円）

有価証券売却損益および評価損明細表 （単位：百万円）

(注)国債等には、国内公社債およびその他の証券を含みます。

  
  

国債等
株式
外国証券

合計

売却損売却益 評価損 売却損売却益 評価損売却損売却益 評価損
年度

区分
１４
０
―

１５

―
64
―

６４

１，１６６
　１５
２０２

１，３８５

０
９６
―

９７

―
―
―

―

９２
３７１
０

４６４

2018年度

０
２
１４

１６

―
１，296

―

１，２９６

１４３
２，８３３
１４３

３，１２０

2019年度2017年度

  
  

土地・建物
その他の有形固定資産

小計

無形固定資産

合計

処分益 処分損処分益 処分損 処分益 処分損
年度

区分
９３
１１

１０５

―

１０５

735
２

７３８

―

７３８

０
８

８

―

８

13
２

１６

―

１６

2018年度

４１
１０

５１

―

５１

201
１

２０２

―

２０２

2019年度2017年度

  
区分   
人件費
物件費
税金
拠出金
負担金
諸手数料及び集金費
合計

年度

１８，９２１
１３，９０１
１，３６１

０
―

２５，０６８
５９，２５３

１８，５８９
１３，４１９
１，３１６

０
―

２４，０４１
５７，３６６

2018年度

１８，６７６
１３，３６９
１，４１１

　　　　　　０
―

２６，３３９
５９，７９７

2019年度2017年度
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減価償却費及び賃貸用不動産等減価償却明細表
（単位：百万円）2018年度

売買目的有価証券運用損益明細表
該当ありません。

（注）1. 取得原価は、減損評価損控除後としています。
2.社宅用・厚生用の建物は、営業用に含めて表示しています。
3.賃貸割合に応じて営業用・賃貸用に区分し表示しています。

（単位：百万円）2019年度

営 業 用
賃 貸 用

リ ー ス 資 産
その他の有形固定資産
合 計

建 物

資産の種類

２５，０８７
２，５８２

―
５，３９６
３３，０６５

３３８
３０
―

３１９
６８８

―
４，０４０
２２，７５９

１６，８８０
１，８３８

８，２０７
７４３
―

１，３５５
１０，３０６

―％
７４．８８％

６７．２９％
７１．１９％

取得原価 2018年度償却額 2018年度末残高 償却累計率

２７，６６９ ３６９ １８，７１８ ８，９５１ ６７．６５％

償却累計額

営 業 用
賃 貸 用

リ ー ス 資 産
その他の有形固定資産
合 計

建 物

資産の種類

２５，４８８
２，６１８

―
５，１４５
３３，２５２

３６１
３３
―

３６７
７６３

―
３，９２０
２２，８０７

１７，０３３
１，８５３

８，４５５
７６４
―

１，２２５
１０，４４４

―％
７６．１９％

６６．８３％
７０．８０％

取得原価 2019年度償却額 2019年度末残高 償却累計率

２８，１０７ ３９５ １８，８８７ ９，２１９ ６７．２０％

償却累計額

リース取引
（通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引）
該当ありません。

（オペレーティング・リース取引）
該当ありません。

●　増加する発生損害額＝既経過保険料×１％
●　増加する発生損害額のうち、正味支払保険金、支払備金積増額の内訳については、当年度発生事故
におけるそれぞれの割合により按分しています。

●　増加する異常危険準備金取崩額＝正味支払保険金の増加を考慮した取崩額－決算時取崩額
●　経常利益の減少額＝増加する発生損害額－増加する異常危険準備金取崩額

経 常 利 益 の 減 少 額 ２０１９年度 ：　 ７４８百万円　（注）異常危険準備金残高の取崩額　５２９百万円
２０１８年度 ：　 ８７１百万円　（注）異常危険準備金残高の取崩額　３８６百万円

地震保険と自動車損害賠償責任保険を除く、すべての保険種目について、均等に発生損害率が１％
上昇すると仮定します。

計 算 方 法

損害率の上昇シナリオ

損害率感応度

損害率の上昇に対する経常利益又は経常損失の変動
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金融商品関係

（単位：百万円）

（＊）その他資産およびその他負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しています。

2018年度

貸借対照表計上額 時　価
2018年度末

差　額
３８，８８１

１，２１１
２７０，７９８
３１０，８９０

―
△９２
△９２

３８，８８１

１，５１４
２７０，７９８
３１１，１９３

―
△９２
△９２

―

３０３
―

３０３

―
―
―

（１）現金及び預貯金
（２）有価証券
　満期保有目的の債券
　その他有価証券
資産計
（３）デリバティブ取引（＊）
　ヘッジ会計が適用されていないもの
　ヘッジ会計が適用されているもの
デリバティブ取引計

金融商品の時価等に関する事項
貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれていません（（注）2をご参照ください）。

（単位：百万円）

（＊）その他資産およびその他負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しています。

2019年度

貸借対照表計上額 時　価
2019年度末

差　額
４９，０４９

１，２１０
２４４，７６０
　２９５，０２０

―
３
３

４９，０４９

１，５３２
２４４，７６０
２９５，３４２

―
３
３

―

３２１
―

３２１

―
―
―

（１）現金及び預貯金
（２）有価証券
　満期保有目的の債券
　その他有価証券
資産計
（３）デリバティブ取引（＊）
　ヘッジ会計が適用されていないもの
　ヘッジ会計が適用されているもの
デリバティブ取引計
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（注）2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、次のとおりです。

（注）1. 金融商品の時価の算定方法
（1）現金及び預貯金

預金は短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していると考えられることから、当該帳簿価額としています。
（2）有価証券

有価証券のうち、株式は取引所の価格によっており、債券は店頭取引による価格または取引金融機関から提示された価格等としています。
また、投資信託については、公表されている基準価格等としています。

（３）デリバティブ取引
P．114、P．11５「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

	 非上場株式および非上場株式中心に資産が構成されている組合出資金等は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることが
	 できないことから、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしていません。
	 なお、貸付金は全額約款貸付です。約款貸付は保険契約に基づいた融資制度で、解約返戻金の範囲内で返済期限を定めずに実行しており、将来
	 キャッシュ・フローを見積もることができないことから、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価の開示対象とはしていません。

（単位：百万円）

非上場株式および組合出資金等
約款貸付
合計

2018年度
［2019年３月３１日現在］

2019年度
［2020年３月３１日現在］

　３，４３１
　２１３
３，６４５

　２，９４３
１７９

３，１２２
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有価証券関係

⑥保有目的の変更
該当ありません。

⑦減損処理を行った有価証券
その他有価証券について64百万円の減損処理を行っています。

2018年度

①売買目的有価証券
該当ありません。

②満期保有目的の債券

（単位：百万円）

種　　　類

合　　　　計
　

公 社 債
株 式
外国証券
そ の 他
小　計

公 社 債
株 式
外国証券
そ の 他
小　計

貸借対照表
計 上 額 が
取得原価を
超えるもの

貸借対照表
計 上 額 が
取 得 原 価を
超えないもの

取得原価 差　額貸借対照表
計 上 額

１４９，３７１
２１，４４９
３２，６４３

―
２０３，４６５

１９，７３３
２，０９３

―
―

２１，８２６
２２５，２９１

　１９，２３１
２４，６７６

　　１，９５８
―

４５，８６６

△７
△３５２
―
―

△３５９
４５，５０６

１６８，６０３
４６，１２６
３４，６０２

―
２４９，３３１

１９，７２５
１，７４１

―
―

２１，４６６
２７０，７９８

2018年度末

（注）1. 時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券は上表に含めていません。
2.過年度の貸借対照表において、現金及び預貯金として処理されていた譲渡性預金、CP等をその他に含めておりましたが、2018年度は該当ありません。

⑤売却したその他有価証券 （単位：百万円）

　

公 社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他
合　　　　　計

種 類
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

14
0
―
―
15

７，３８２
　　　３１
２，２４６
２，０５１
１１，７１１

６８
　　１５
２０２

１，０９８
１，３８５

2018年度

③子会社株式及び関連会社株式
子会社株式（貸借対照表計上額 子会社株式43百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものです。

④その他有価証券

種　　　類

合　　　　計

　

公 社 債
公 社 債時価が貸借対照表計上額を超えないもの

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

時　価 差　額貸借対照表
計 上 額

̶
１，２１１

̶
３０３

̶
１，５１４

2018年度末

１，２１１ ３０３１，５１４

（単位：百万円）
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⑥保有目的の変更
該当ありません。

⑦減損処理を行った有価証券
その他有価証券について1,296百万円の減損処理を行っています。

2019年度

①売買目的有価証券
該当ありません。

②満期保有目的の債券

（単位：百万円）

種　　　類

合　　　　計
　

公 社 債
株 式
外国証券
そ の 他
小　計

公 社 債
株 式
外国証券
そ の 他
小　計

貸借対照表
計 上 額 が
取得原価を
超えるもの

貸借対照表
計 上 額 が
取 得 原 価を
超えないもの

取得原価 差　額貸借対照表
計 上 額

１２７，６５５
１１，５７４
９，１６９

―
１４８，３９９

２２，６０９
７，４９８
３６，５１７

―
６６，６２５
２１５，０２５

　１６，４９２
１６，２３７

　　１，８９１
―

３４，６２１

△６６　　　
△８２３

△３，９９６
―

△４，８８６
２９，７３５

１４４，１４８
２７，８１１
１１，０６０

―
１８３，０２１

２２，５４３
６，６７５
３２，５２０

―
６１，７３９
２４４，７６０

2019年度末

（注）1. 時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券は上表に含めていません。
2.過年度の貸借対照表において、現金及び預貯金として処理されていた譲渡性預金、CP等をその他に含めておりましたが、2019年度は該当ありません。

⑤売却したその他有価証券 （単位：百万円）

　

公 社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他
合　　　　　計

種 類
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

 0 
2
14
―
16

２，２５５
　６，０３２　
１，５２４

―
９，８１２

１４３
２，８３３　　
１４３
―

３，１２０

2019年度

③子会社株式及び関連会社株式
子会社株式（貸借対照表計上額 子会社株式43百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものです。

④その他有価証券

種　　　類

合　　　　計

　

公 社 債
公 社 債時価が貸借対照表計上額を超えないもの

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

時　価 差　額貸借対照表
計 上 額

̶
１，２１０

̶
３２１

̶
１，５３２

2019年度末

１，２１０ ３２１１，５３２

（単位：百万円）
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金銭の信託関係
該当ありません。

デリバティブ取引関係

（単位：百万円）

2018年度

該当ありません。

a. 通貨関連

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

（注）時価の算定方法
為替予約取引 … 先物為替相場によっています。

b .金利関連
　 該当ありません。

c .株式関連
　 該当ありません。

d .債券関連
　 該当ありません。

e .その他
　 該当ありません。

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　

合　　　　計

為 替 予 約 取 引
売 　 建
米 ド ル
ユ ー ロ

取引の種類 主なヘッジ対象

時価ヘッジ

ヘッジ会計
の 方 法

その他有価証券

̶

28,728
 1,055

̶
̶

△92

△104
11

時　　価契　約　額　等
うち1年超

2018年度末

29,784
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（単位：百万円）

2019年度

該当ありません。

a. 通貨関連

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

（注）時価の算定方法
為替予約取引 … 先物為替相場によっています。

b .金利関連
　 該当ありません。

c .株式関連
　 該当ありません。

d .債券関連
　 該当ありません。

e .その他
　 該当ありません。

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　

合　　　　計

為 替 予 約 取 引
売 　 建
米 ド ル
ユ ー ロ

取引の種類 主なヘッジ対象

時価ヘッジ

ヘッジ会計
の 方 法

その他有価証券

̶

38,326
7,744

̶
̶

3

△53
57

時　　価契　約　額　等
うち1年超

2019年度末

46,071
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